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富山県の農業人口と兼業の推移
まえがき
前号（第 1老妻、第 4号〉の「富山県の農業構造とその問題点Jでは、 1、富
山県農業の特質、 2、農業経営の猿移、 5、農家所得と家計費の推移、 4、農
業人口と兼業の推移、の 4項目 にわけで総括的を考察をした。本号では、 「農
業人口と兼業の推移Jl!Cついて、ややくわし〈検討したい。資料は、県の「農
業基本調査結果報告書J、 「学校：本調査J(I(ょった。をか、資料の整理がよ
び評価については、前号が依拠した宮山県農林部出版の「宮1J1県農業の現状と
問題点 j氏、なうととろが、さわめて多い。端的托いてコて、本稿も、との『現
状と問題点 jにしめされた資料の整理と評価を前提にして、考察したものであ
り、その点、県農林部なよび統計諜K深〈感謝するものである c
論
本稿は、 M まえがきが にものべたどと〈、昭和 2 5年度から 5 き年度にわた
って、宮山県の人口と兼業の推移を検討したものであるが、以下、その結論の
概要をのべてなきたい。
1. 農業人口の推移
2 5年度と 33年度を対比していえるのは次のとと〈である。①‘農業従業
者総数は、 8 7 %κ減少しているが、とれは、その内訳で第 1種、第 2種兼業
者が逆Kそれぞれ 1割ちか〈増加しているのであるから、専ら農業専従者vrt>~ 
ける大巾の減少によるわけである。③、男女別にみれば、男子の減少が著し〈‘
3 3年では、農業専従者の男女の割合は、女子が男子の約 2倍の比率K在っていあ。
⑤、また年令別lてみると、農業従事者の減少は、すべて 4 9才以下、と＜ l!C 
1 5～ 2 9才の最低年層での激減の結果である。
との結果、富山県でも漫業従事者ーは、次第K男子工りも女子の比重が大き〈
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なり、 2守才以下の最低年層の激減によって、高年令 j習に農業経営の重心がう
つりつつある。その点、 と＜ vc. 農業専従者ーに :r;~ l~ て著しい。
以上のととから、 2 5年度から 3 3年度陀かけて、農業就業人口の全産業別
人口のうちに占める比率は、 50. 3 %から 4 0. 7 %へと大巾に減少しているが、
との 4 0. 7 %という比率も、その内実にすいて一大空洞ができているとみるべ
きで、とんど急速に低下するととが見透される。
2. 農家戸数と兼業農家の控
⑦、農家戸数の推移は、その総数では、減少は全〈僅少で、 2 5～3 3年皮
では、農家戸数は減少という工りも、むしろ停滞的であるといえる。またとれ
を各階層別i乞みても、戸数の変動は会〈僅少でまるむ、ととでも農家戸数は停滞
的である。
②．しかし·~· ＇兼業民ついては、総数についても、各階層についても、一貫し
て著増している。 33年度では、農家戸数全体の 7割強が兼業農家K念ってい
る。各階蕩での兼業率は、 3 3年変で、下層農家ほど号令〈、 5反未満j習では守
割強が兼業であり、逆vc階層の上昇につれて、その比率は底下するが、最上｝替
の5町以上層でも、ながき割弱が兼業農家である。
第 1~室、第 2 種兼業の区別では、第 2 種兼業農家は、その任とんど全部が 1
町以下の農家であり、と〈；てその 7害ljは 5反未満麿である。
との工うに各階！蓄をつうじての兼業化の深化にもかかわらず、あるいは兼業
化のゆえにとそ、農家戸数では僅少の減少にとどまり、 25年度以降ほとんど
停滞的をのである。
3. 兼業先について
a 他浸業従事業の推移
農家世帯員のうち他産業従事者は、一貫して増加し‘ 2 5年度を基主警にして
3 3年度では 5割増陀在ってし司る。との他産業従事者。増加の内訳では、他産
業専従者は 7割強の激増であるが、第 1務、第 2種兼従者は、それぞれ 1割弱
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。増加にとどまっている。
とれを年令別Kみれば、他産業専従者は年令を〈だるにつれて激増し、 15 
～2 9才の最低年層では‘他産業従事者のちち 6割ちか〈が他産業専従者であ
り：4ζんど、いっそう増加する傾向にある。
b、産業別兼従先の推移
⑦ 産業別兼従先をその構成比率でみた願位は、 33年度で第 1位建設業（
2 4. 7 .% %、〕、第 2位製造業（ 2 3 % ）、第5位卸小売業（ l 3. 4 % ）であり、
以下、サ｛どス業、運輸・通信業、公務等とつづいている。建設業は 26年度
以外は 28～3 3年度と一貫して第 1位であり、総兼従者のほほ：！ l[)比率を占
めている。
とのようを農家f貨幣員の他産業従事状況を新規学卒者の就転動向と比較すれ
ば、次のどとぐである。⑦、新規学卒者の産業別就職動向は、 2 5～ 3 3年度
の推移で、第 1次産業の激減と、第 2次産業、と〈に第 5次産業の増加が巨だ
っている。②、第 1次産業ーでは、農‘林、漁業のいずれも激減しているが、と
のととは中、高校の新卒者の年をなってむ農漁村外へ白就職の激増をしめすもの
である。~；.第 2 次産業では、鉱、建設、製造業の三産業のうち、鉱業は各年
次をつ 5じ 0.1 .%で全〈問題lてまらぬ比率であり、建設業でも 2～3%の小さ
い比率にすぎない。それ K対して、製造業は段ぽ 4～ 5割D 巨大な比率でゑり、
しかも 26年度以降、一貫しでその比率は増加している。新卒者の就職動向k
＇｝，~ける、製造業の圧倒的比率と、建設業での問題にならぬ低率、との点が農家
世帯員の兼従先の構成比率の場合と対照的である。農家世帯員の兼従先として
建設業は、ほほ各年次をつうじて第 1位の比率を占めているのに対して、製造
莱は建設業についで第 2位であった。とのように、農家世帯員の兼従先として
は、年間をつうじての専従先よりも、臨時的、季節的在職場としての建設業が
最大の就職先であり、また製造業の場合でも、臨時的雇用の多いととは注意せ
ねばをらをい。新学卒者白場合ば製造業のみでも約半数の犠成比率を占める大
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きさであったが、農家世智員の兼従先では、最高の建設業でも 2割強の比率を
占める托すぎず、他産業tて工り多〈散らばって就職している。
他産業従事の場合、各産業別Kついて第 1種、第 2種兼業、他産業専業の三
者間の比率の推移は次のどと〈である。①、他産業専従者の比率は．大巾 K増
加し、逆κ兼業者は‘第 t種、第 2種ともにそれぞれ減少している。 C号、各産
業別では‘他産業専従率の平均より高いのは、鉱業、製造業、金融業、運輸通
信業、サーピス業、公務業の六産業である。 JC号、第 1次産業の農‘林‘漁業で
は、専従率が低〈、と〈に震基‘林業では 10 %前後の低率で、ととでの麗用の
臨時的性格をよ〈しめしている。⑨、建設、卸小売業での専従率の低いのも、
とれらの産業の臨時的、季節的性格の強いととからして当然である。他産業従
事者の構成比率では、建設業は第 1位、卸小売業は第 5位であるが、いずれも
専従率は低 fとぐに 4人に 1人の専従者をもつにすぎをい建設業が、製造業を
ぬいて一貫しτ第 1位である点は特徴的である。⑩、第 2位の製造業の専従率
は平均以上であるが、宏事i'5割にみたをい専従率 Kすぎをい。専従率の最も高
いクラスは公務、サーピス、運輸通信業の三産業であるが、とれら三産業は、
従業先としてその構成比率は減少または停滞しつつあるものである。
以上のととから、農家世帯員の兼従先として第 1位建設業、第 2位製造業と、
両者は、とも K最上位にあるが、兼従先としては異質全型であるといえる。他
の産業も、ほほとのこつの型のいずれかに属しているといえよう。第 1次産業
の議、林、漁業は建設業の型、あるいは、それ以上K臨時的性格の強い型であ
る。他方、公務、運輸通信、金融、サービス業をどは、製造業の型、あるいは、
それ以上に恒常的安定的念型である。上の二つの型は‘わが国の特殊な労働市
場との関連に会いて見逃されては授ら左 1,.1)0 
。、仕事別従事先の推移
①、 2 7～3 3年度の推移では、賃労働者と織員層については、 27年度を
基盤として、若手減少しているが、賃労働者のみでは 12 %増加し、逆に職員
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層では 16. 5 %減少している。②、日麗、出稼では、日雇が 50 %の大巾を増
加であり、逆κ出穣は 8%の減少である。⑤、自営業は一貫して増し、約 5割
のi曽加である。
その結果 、構成比では、賃労働者、職員層は 51. 5→ 4 4. 9 %と桟少し、
日露、出稼、内織はほぼ停滞的を比率であり、労働者、職員層の比率の減少と
補完関係Kあるのは、自営業での 18. 8→ 2 5. 1 %という増加である。
仕事男ljの第 1種、第 2:f雪兼業、他産業専従での区号！Jは、 33年度ではちてのど
とぐである。
他産業専従率の高いのは、草委員！震のる 8.3 %であり、ついで賃労働者の
6 0. 8 %であるが、第三位の自営業でβ30. 9 %と断層ををして低〈をってい
る。日露、出替、内職ではいずれも 2 0 %前後の低率である。したがって、と
れら六種類の仕事では、他産業専従率の比較的高い職員、賃労働者のグループ
と、他方、第 1穆兼業率の高い白露、出穂、内務：のグループに区別することが
でき、自営業は、その中間にあると考えられる。
d、 3 3年度の仕事男ij兼従状況
仕事別の総数での構成比率は、賃労働者一 2る.3 %、巴麗－ 1 9. 1 %、職員
l嘗－ 1 8.る%、商店経営－ 1 0. 5 %、出穣－ 9%等の阪になっている。とれを
年令別にみれば次のどと〈である。
賃労働者（宮、総数回構成比率は 26. 3 %であるが、年令を〈だるにつれてピ
ラミット型陀その比率は大き〈を b、 50～5 9才層で l4. 3 %だったのが、
1 5～ 2 9才の最低年！震では 3 6. 4 %と識増している。
職員層は、賃労働者と〈らべて対照的なのは、 3 0～ 4 9才 1菅よりも、最低
年層の 15～2守才でよ監に若手比率の波少しているととである。すなわち、
3 0～4 9才扇で 2 0. 3 %だったのが、 1 5～2 9才！冨では、逆V1:1Z9%と
減少している。
日雇、出稼、内職｛《ついては、いずれも各学令層での比率氏、あまり変動は
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念い。
自営業では、大工、左官をどの職人層をのぞいて、年令層を〈だるにつれて
その比率は大巾陀減少している。との傾向は、丁度、労働者の場合と逆である
以上をつうじて、とんど仕事別従事免としては、賃労働者の激増と、職人膚
をのぞ〈自営業の減少と． 日雇．’出績をどの比率の停滞との傾向がみと令され
る。
農家での地位別の兼従状況。
世帯主で他渡業従事者は 3万 5千人であり、絵；農家戸数の 4割強Kあたる。と
の他産業従事者のうち他産業専従者は 1万人である。それゆえに総農家戸数の
5ち、約 12 %の世帯主は農業陀従事していをいわけである。
,J 
あとつぎ の物産業従事者は 2万 9千人であり、そのうち 1万 2千人！'i他
業専従者である。っきり、的意業従事者の 4割強が農業κ従事しをい他産業専
従者であり、世帯主での他産業専従者の比率を大巾に上回っている。しかも年
令別では、 3 0～4 9才層で他産業専従率が 38. 4 %だったのが、 15～2 9 
, 
才の最低年令層でほ 4 6. 3 %へと激増している。との工合陀 ふとつぎ の他
,J 
産業専従者は、最低年層で骨fa産業従事の約半数陀をつてh るのは重要である。
世帯主の他産業従事先は、その総数の構成比率では、賃労働者の比率が低ぐ、
日雇、商店、出稼等の高いのは、世士帯主の持者祭という ζ とから当然のととであ
ろう。第 1種、第 2殺兼業、他産業率伎の区別では、第 1穫兼業から第 2種兼
業、さらに他産業専従とうつる陀つれて、仕事。種類が臼麗、出穣等の臨時的
季節的をものから、次第に職員、賃労働者等にうつり、世帯主自身の他の仕事
への依存度の強まる傾向をしめしている。
M あとつぎ M の他重量業従事先は、その総数の構成比率では、世帯主vc＜らべ
て賃労働者、職員層の比率が高〈を b、逆κ日麗、出穣の比率は低〈まってい
る。 M ふとっき.，，で第 1積兼業の場合は、機時的季節的在日麗、出稼行商が上
位の三種目をしめ、逆に賃労働者が低率授のは、世帯主の第 1穫兼業の場合と
ーもー
問じ傾向である。 8 あとつぎ，，の第 2種兼業では、第 1種の場合とは対照的K
賃労働者、職員の比率が高〈念っている。他産業専従κをると、ますますζ の
傾向が強〈をり、 M あとつぎ M の俄意書迄専従者のうちろんに 2人が、賛労働者
か職員として安定した恒常的？を仕事 Lてついている。とれ I乙たいして日露t 1割
弱であり、とれに出積、行蕗、内職を加えても、会会かつ 1.5害ljit[すぎてとい。
他窪業従事者のうち、賃労働者、職員である r/ ~とっき＇ ，，ば 8,6 古 4人であ
り、とれば総農家戸数の 1寄り強である。とれに同じぐ他産菜専従の 5ち比較的
安定した自営業とみられる商店等を経営する守口守人、大工等の職人 76 3人
を加えると 1万人あまり陀なり、とれば総農家戸数の 12. 4 %である。とのよ
うを M あとつぎ M のいる農家は、将来、一家をあげて離援する可能性が強いと
, 
いえよう。きた他産業専従の あとつぎ M のうち日露、出穂、行商号専に従事し
ている者も、将来の挙家離農という点では、とれらの~ jちとっきさ H の方が、か
えって経済的不安定のゆえ 2亡、その可能性の号きいととも考えられる。したがっ
て、 M ふとつぎ M で他産業尊従の全部、つまり総農家戸数の 15 % 'i立、将来、
, 
挙家臨畿の可能性が強いと考えられる。その上 あとつぎ M の倒産業専従卒は
年令を〈だるにつれて激増して令り、 1 5～ 2 9才の最低年層では、｛出産業淀
事者の約半数が他産業専従であるから、とんど、ますぎずとわ傾向が：会主ぶも
のといえエう e
M あとつぎH のうち、第 2務兼業者は、守千守百人で去三り、彼等も農業より
も他：産業が中心であり、とれと他産専従者を ifヲわせると 2万 2千人lぞ？をり、と
れは総農家戸数の 27 %κ あたる。 τコまり、 M あとっき..＂＇の 10人のうち 1.5 
人は他産業専従者であり、 1.2人は農業が従の兼業者であり、あわせて農家 4
グ
戸のうち 1戸は、その あとつぎゲが他産業中心の就業をしているととになる e
したがって、議業就業人口の推移で 2 5年度を基準にして 33年度は 87 96 
へと減少したtてもかかわらず、農家戸数は停滞的ザ、ほとんど減少していをい
というとき、との農家戸数の停滞というととは慎重ば検討されねばをらぬ。
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ただ、とんど農家戸数がどの程度κ減少するかは、農業内部の問題を別にす
れば、農村外での産業と〈』て第 2次産業の発展と、そとでの雇用の維持と拡大
d少
のいかんにかかっている。また あとつぎ M が世帯主にをる時、挙家離農して
も生活可能左だけの安定し免職場と賃金が確保されているかどうかにゑる。し
かも他産業専従の賃労働者という場合も、その内訳では f工員、女工、店員等
の恒常的賃労働者j というととであり、とのうち伺割が安定した労働条件と賃
金のもとにあるかは明瞭でない。年功序列型賃金のレールκのりうる工うな比
較的安定し 7た企業の労働者は別として、小企業、零細企業の場合は、ぞと vc1効
いている H あとっき・ 7 が将来、挙家離農する可能性は少いといえエぅ。したが
って、新規学卒者の就職動向からすれば、とんど者年！蓄の農業就業者はいっそ
う急激K滅少し、 H あとつぎ の他産業専従考の比率も大巾陀増加するであろ‘必，
うが、そのととから直線的陀農家戸数の大巾てま減少を結論するのは問題である。
次三~~の仇産業従事者の総数の構成比率では、世帯主、 H ふとつ~· ，，の場合
に比較して、賃労働者の比率の大きいのが包だっ。次三男の他産業従事者のう
ち約半数が賃労働者であり、とれに職員！曹を加えると 6 3 %にもなる。
次三男の場合も、第 1穣ー兼業から第 2穆兼業へ、さらに他産業専従にうつる
につれて、仕事の種類の重点が、日麗、出稼から賃労働者、職員fてうつるのは、
世帯主、 H あとっきe H の場合と同様であるが、ととでは、と〈 κ賃労働者の巨
大在比率が特徴的である。？とだしその反［菌、日露、出穣、行蕗：をどの比率が小
さぐなってはいるが、な 3告とれらの臨時的季節的在職業が相当の比率（総数で
は 25 %、他産業専従の場合でも 2割）を占めている点は、注意されねばなら
をい。
第 1 宝章 議事義人口の推移
宮山県の産業別就業人口のうち、農業就業人口は、 2 5年度を基準として、
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至 。佳度－ 9 0、 3 3年度－ 8 8と減少し、遂に、第 2次、と〈 κ第 5次産業
の就業人口は増大している。そD ととから、農業就業人口の産業別総人口陀占
める比率は、 2 5年度一 50. 3 %から 3 3年度－ 4 0. 7 %と大巾に減少してい
る。つまり、 25年度では産業別総人口のうち半数が農業についていたが、
3 3年度では 4割へと下っているわけである。念会、との A 0. 7 %という比率
は、全国平均での 5 2年長の 37. 8 %に〈らべて若干高い比率である。
との 3?i年度の d割という比率は、 25年度と比較すれば、たしかκ10 % 
と大巾陀低下しているが、をお、農業就業人口は、全産業別人口の 4割という高
い比率である。しかし、との 4割という比率低、今後、急速に低下するだろう
ととを予湖させるのは、次の資料である。
学校慕本調査によると、中学・高校の新規学卒者の産業別の就業状況は、
2 5年度では、中。高佼合計の新卒者のうち農業をついだ、者は、 4,0 7 2人で、
就職者総数 13,974人の 2 9. 1 %でふる。 （ただし、との 2 5年度は、農業
をついだ者の数が、者千水ましされているので、その点注意する必要がある。〉
とれKたいして、 2 9年度では、農業をついだ者は 2,5 4 4人で、就職者総数
1 4, 3 6 6人のうちの 1ス7%へと減じている。さらに 3 3年度では、前者が
t 6 B a人で、就職者総数 16, 9 0 7人のうちの 9.9 %と左り、 2 5年度κた
いして約ーに、また 2 9年度にたいしてでもーちかぐまで激減している。つを
2 
り、 2 5年度では、中・高校の新卒者の就殺する者のうち、 1 0人に約 5人が
農業をついでいたが、 3 3年度では 10人vc1人と地すべり的を激減をしめし
ているのである。
との点を戦前と比較するために、中学卒のみについて検討しよう。
中学卒で農業につ〈者の就職者総数にたいする比率は、 2 5年度－ 3 2. 5 % 
2 9年度一 2a%、 3 3年度一 10. 4 %である。とのように中学の場合でも、
3 3年度は 25年度の一以下に 2守年度の －VC激減している。とれを全国平5 、 2
均でみれば、 2 8年産主は就業人口の 36 %であったのが、 3 4 :¥tl芝は 15 %と
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激減している。 （並木氏 F農村はかわる』 p 5）とれでみると、宮山は全国王子
均と同様K中学卒め農業就業の激減をしめして辛子り、しかも 3 4年では宮山の
方が低い水準κある。 〈宮山の 5完布黒子役月 4竿る月 1日現在の調査であるか
ら、並木氏。 3 4年の数字と比較してもさしっかえなかるう。〕
戦後の新舎！！中学にあたる戦前の小学占高等小学卒で農業についた者は、全国
王子均で昭和 4、 5年どろで、就職者総数の 50 %以上、支た 11年どろでも
d 5 % だったから（子日本経済新聞J 3 5年 8月 22日）‘戦後の 2 5年以降
の農業従事者の減少が、いかに激しいものであるかがわかる。
つまり、戦前では、小学・高等小学校を出て、就職した者のうち、農業をつ
いだ者の比率は、昭和 A～ 1 3年の平均で 4 5 %であっ 7そ｛並木、前掲響、？
る〕ものが、 2 8忽では 3 4 %、 3 4年では 1 5 %と激減しているのである。
とれば全国平均であり、信山県では、との全国平均よりも減少の度合が高ぐ、
3 3年度では 10. 4 %と激減している。したがって、先Wみた、宮山県の産業
別人口のうち陀占める農業就美人口が 25年度で 50 %というのは、戦前の農
業就業主主比率と、戦後も、農家戸数、農家人口また農業就業人口も、わずか友
がら増加傾向にあった 25年度玄でを前提とした比率である。しかし、中学新
卒者で農芸誌をつぐものが、総就職者ーのうち、 2 5年度－ 3 2. 5 %だったのが、
2 9会主度一 2 0 %、 3 3年度－ 1 Cl. 4 %と治すべり的K激減している動向を考
えると、 3 3年授の産業別人口に占める農業授業人口が 4 0. 7 •%というのも、
影のうすいものであり、今後急速に抵下するた、ろうととが予測される。
次に、送業人口白推移の内容を検討しエう。
第 13受ばよれば、 25年度を基準！として、 3 3年度では、常住世帯子員総数に
ないても守 4.5 %に減少している。農業従事者計は、 33年度で 87 % vc減少
し、とれば常住世帯員総数の減少よりも大きい減少である。とわ 87 %に減少
した農業従事者の内訳はどうか。ととでは、農業専従者が 81. 5 %と大さ〈減
り、逆に第一種兼業者は 10 9 %、第二種では 10 9. 7 %と、それぞれ 1割ち
← 10 -

か〈矯加している。とのととは、農業従業者全体では 8 7 %と減少しているが、
その内容に立入ってみると、他産業兼従者は逆vc2 5年度工りも相当の増加を
示しているが、その増加の今をはるかに上回って農業経営の根幹とをるべき農
業専従者では 81. 5 %と約 2割の大巾左減少をしているわけである。したがっ
て農業従事者の 8 7 %への減少というよりも、との専従者の 8割への減少を注
目せねばをらをい。またその反面、第一種、第二種の兼業者の増加に呼応して
常住世帯員のうちの他産業専従者が、 33年度Kは 17 3 %と激増している。
その結果、農家の常住世帯員のうちの就業者全体としては、 94. 5 %と世帯員
総数と同じ比率の減少で、むしろ停滞的といえるが、その内訳では農薬専従者
の大市左減少（ 2事IJ) と、逆に兼業者、と＜ vc他産業専従者の激増というとと
であり、農家の就業者全体が大き〈非農業の方Kシフトしつつあるといえるだ
ろう。
とれを男女別にみれば第 2表のどとくである。
第 2表 農業従事者男女別比率
2 5 年 3 3 忽
数 上と 率 実 数 比 率
農業 。ス41 7人 1 0 1 6 8タ750人 1 0 0.0 
8 6.3 4'1 4 1.6 5 9,1中5 35.1 
女 1 2 1.07 3 58.4 109,557 64.9 
第一種兼業者 2 2.46 7 1 0 .0 24,451 100.0 
男 17.223 7 6.5 1 8,2 1 2 7 4.5 
女 5,2 44 2'3.5 6,2 3 9, 25.5 
第二種兼業者 2免048 1 00.0 3 1.8 4 0 1 0 .0 
興 2 3,4凸7 8 0.8 2 5.7 5 0 80.8 
女 5.5 8 1 19.2 6,09 0 1 9.2 
if 計 258,932 100.0 2 2 5.0 4 1 1 0 .0
勢 127.034 49. 1 1 03,1 55 45.9 
女 131.898 5 0.9 1 2 1. 8 8 6 5 4.1 
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農業従事者全体では 2 5年度では、男 4 9. 1 %、女 50.守%とほぼ男女同数で
あったのが、 3 3年度では、男 45. 9 %、女 54. 1 %と、女子の比率が男子工
りも 10 %近〈大き〈をり、女子の比重が大き〈在ってきてh る。その点を、
3 3年度
農業専従者Kついてみればどうか。一一一一一ーで男子はる 8.5 %、女子は 90. 5 
2 5年度
2 
%と、勢子は女子をはるかに上回る減少を示し、 25年度K比較して約Zの数
に激減している。その結果、農業専従者は 25年度での男女比率の努 4 1. 6 % 
女 58. 4 %が、 3 3年度には、男 35. 1 %、女凸 4.9 %と、ほほ女子が男子の
2倍ちか〈の大き念比率を占めるようにをつて h る。ーすをわち、上述のどと〈
農業従事者では、他産業兼従者数の精力Eをはるかに上回る大fわき減少を、農業
専従者数が示していたが、との農業専従者の男女別の比率では、男子が激減し
て、男女の比率が 1: 2 ~てをっているのである。
次氏‘農業従事者の年令別構成の推移をみよう。第 5表で 2 5年度と 3 3年
度を対比して自をひ〈のは、農業専従者にかいても、農業従事者κ会いても、
1 5～ 2 9才の最低年層の激減というととである。とれば、中・高校の新卒者
の就職動向にないて、農業をつぐものの絶対数なよび比率が激減しているとと
からも当然であろう。学佼基本調査によれば、中。高校の新卒者で、農業をつ
ぐ者の数は、 2 5年度 4.0 7 2人であったのが、 2 9年度 2.5 4 4入、 33年
度 1.る 8 0人と激減している。とれを 2 5年度を基準Kすれば、 2 9年度－
6 2. 5 %、 33年度一 4 1. 3 %であり、とのように、年々の新学卒者の農業補
充が激減すれば、 1 5～ 2 9才の最低年層の激減は当然である。 15～ 2 守才
では、両年度を対比すれば、農業従事者総数では 57. 6 %と半数ちか〈も減じ、
農業専従者総数では 5 1. 4 %とほぼ半数陀左ってしまっている。とれを男女別
でみれば、男子は農業従事者で 5 3 %に減じ、また農業専従者では、実vc3ち
かぐの 37.五%とをり、地すべ b的を激減である。
3 0才～ 49才では、両年度を対比して嘉子の減少がみられるが、とりたて
ていうほどのものではをい。すなわち、従事者総数で 97. 5 %とほとんど変化
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農業従事者 ！ 農業専従者 ！ 
~T－－－；－－~I 男！女？？？~~ 
iセJ
年令別農業従事状況第五表
2 9,83 6入9 6,9 9 7人49,061人4 7.9 16人
28,765 99,249 5 3,6 0 7 4 5.6 4 2 
1 7.4 89 
1 21.0 7 3 
1 5,4 6 8 
12.275 
8 6,3 44 
3 8,2 0 5 
2 4,5 0 1 
1 8,49 3 
10,737 
19,712 
13,764 
127.034 
1 6,1 5 1 
1 5～2 9 
?
??
?
?
?
?
? ??
?
?
?
?
? ?
???
? ? ?
?
? …
?
I 4叩86 ! 
I 1ゑ142 ' 
11.1 27 
355 
asる
9 7.5 
r 1 5 
5 4.4 
1 2 1.88 6 
? ???
，?
2 3.1 
13,5 
1 0 1 
125 
2 5,2 9 3 
2Q,3 0 D 
103,155 
89 
1 0 3 
41.4 11 
1 5～2 9 
3 3! 3 0～4 9 
5 0～5 9 
る 0才以
言T
主手
度
1 28 1 1 3 1 21 126 11 7.• 1 
9 0-5 81.3 言T
相当の減少をしめとの年令層でも農業専従者陀をると 8 7 %へと、は念いが、
逆に3 3年度の方が、ほとんど変化はをいが‘5 0才以上では、している。
わずかに増加している。りも、2 5年度ー ま
そのすべてが 4 9才以下全体をつうじての農業人口の減少は、Lたがって、
第 4表のどとぐである。
にかいて生じたのである。
両年度の年令別の構成比率でみれば、
1 4 
とれを、
第 A表 年令別構成比
農業従事者で 15～ 2 9才層は 3 7. 4 %を占めていたのが、 3 3年度では
2 4. 8 %氏、まだ，とれを専従者でみれぽ、 35. 3 %が 22. 3 %へと、それぞれ
大巾に減少している。これを男子でみれば、農業従事者では 3z 8 %から
2 4. 5 %に減少し、と＜ {IC農業専従者では、 34.る%が 18. 8 %へと約半今 K
激減している。
とのよう K両年度を対比していえることは、⑦、農業従事者総数tてないて
8 7 %に減少しているが、な）、 ζ れは、その内訳での、第一種、第二種の兼従
者では、逆にそれぞれ 1割ちか〈増加しているのであるから、事：j、専．ら農業専
従者ーになける減少によるわけである。＠、しかもとれを男女男ljにみれば、主母子
の減少が著し〈、 3 3年度では、長事業専従者の男女の割合は、女子治：、持子の
約 2倍の比率をもっている。したがって、両年伎の対比での農業従事者の減少
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は専ら、農業専従者の減少によるのであり、男女の区別では、専従者にやいて、
女子の比重が男子の 2倍ちか〈の数にをっているのである。⑤、また年令男ljに
みると、農業従事者の減少は、すべて 49才以下、と〈に 15～ 2 9才の最低
年層での激減による。しかもとの 15～2 9才層でも、男子は地すべり的減少
である。したがって富山県K令いても、農業従事者は、次第K男子よりも女子
の比重が大きぐをり（男・ 45. 9 %、女・ 54. 1 %〕、 29才以下の最低年！替
の激減により、高年令層tて農業経営の重心がうつりつつある。また以上のとと
から、 2 5年度から 33年度陀かけて、農業就業人口の、全産業別人口のうち
K占める比率が、 50. 3 %から 40. 7 %と大巾に減少しているが、との 40. 7 
%という比率も、その内実にやいて一大空洞ができているというべきで、とん
ど、との比率は急速に低下するだろうととが予測される。以下、その点を兼業
化の視角から検討しよう。
第 2 輩議議農家の推移
農家戸数の推移は、第 5表のどと〈である。戸数総数では 25年度基準で、
3 3年度は実数で 1.0 6 6戸、比率では 1.2 %の減少にとどまっている。とれ
ば農業従事者数の ・1 3. 6 %という大巾な減少とぐらべると、むしろその減少の
すぐをきが自につ〈。とのととが、第 1章にかいて述べた、農業従事者vr.t,~ け
る大巾を減少にもかかわらず、農家の常住世帯員数では 5.5 %の減少κとどま
っているととの一つの理由である。また、農業従事者数の 13 %の減少の内訳
は、農業専従者数では 18. 5 %と 2割ちか〈の激減であるのに、他産業兼従者
で（昔、逆vr.9 %あまり増加し、その結果、農業従事者全体としては、 13 %の
減少にとどまっているととは、すで K述べた。つまり、農業従事者数の 13 % 
の減少、また農業専従者数の 18. 5 %の減少というととは、農家戸数では 1.2 
%の減少にとどまっているととにより、農家戸数の減少というよりは、むしろ
農家は全体として、兼業への傾斜がいっそう深化しているのである。 ζ の兼業
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第 5表 農家戸数の推移
化の深化によって、農業専従者の 18. 5 %の激減にもかかわらず、他産業従事
者の 29 %の増大によって、両者の合計としての農家の就業者総数では、 5.6 
%の減少にとどまっているのである。
上の農家戸数の 1.2 %の減少というのは、戸数全体についての、数字である
が、とれを階層別Kみれば、どうか。
第 6表tとよれば、 2 5～3 3年度の階層別農家戸数の推移では、各階層をつ
うじて、戸数の変動（d:僅少であり、増減のいずれの場合も、二、三の例外をの
第 6表 各階層思！J農家戸数の推移
2 5年度 2 9年度 3 1年度 3 3 度 ／各3~時＜3／隼「吾r 度9＂の；~！
4,37 8戸 83,935戸 3, 6 7 8戸 8 3,3 1 2戸
A';＇也2、 数 ( 1 0 0〕
( 1 0 0〕 c 99_5) ( 9 9”3) 〔98. 8) 
7 8 1 2 4 1 0 1 1 2 5 
5 畝未満 1 6 2,0 
( 1 0 0〕 〔15 9) 1 2 9.5) 。）
1, 2 0 8 11.001 1 0,7 2 3 9 2 
5故～ 5 反 9 z 2 
i’時
( 1 0 ) ( 9 8.0) ( 9 6.0〕
1. ~ 2 5 11,699 1. 7 9 3 1, 6 7 0 
五 ，、． 5反 1 0 1.7 
( 1 0 ) 、10 0. 3) 1 0 1.1) （ 0 0. 3) 
9 1 1 2 2,82 4 2 ,7守2 2,5 8 
5 反未満 9 9.6 
( 1 0 ) ( 9 9.7〕 (9玖5) ( 9 8.5) 
5反～ 1lJ 
2 6,7 6 6 2 6. 5 5 1 2 6,5 5 7 2 6.2 7 3 
〔10 0〕 (9史4) （守司 4〕 〔守 8.5) 
9 9.6 
1～ 1. 5 町
20,522 0, 7 5 2 2 0,6 1凸 2 0,5 4 9 
( 1 0 0〕 j(101.2) 、10 0. 6) IC 1 o o.o〕 1 0 1.1 
1. 5 ～ 2町
1 0,2 6 5 1 0,1 3 6 1 0,1 7 1 1 0,2 2 2 
( 1 0 ) ( 9 8.8〕 (9守.2) （中 9.8) 
101.IJ 
2 3 lJ 
3, 8 1 8 三56 8 ム61 9 3, 5 8 2 
’‘・ 9 5. 0 
( 1 0 ) (9 3. 5) ( 9 4.8) 〈守 4.0) 
9 6 1 0 4 9 8 9 9 
3 町以上 1 0 4.2 
(1 0 0〕 K 1 o s.CJ ) ( 1 0 2) r 3. 0) 、
町以上
3, 9 1 4 3, 6 7 2 3, 7 1 7 6 8 1 
2 9 5. 3 
( 1 0 0〕 (9 3. 9) (9 5. 0) (9 4. 2) 
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ぞいて、ほほ 1%前後である。 5反未満と 2町以上をそれぞれ一括し、各階 J腎
をみると、 1町以下と 2町以上の両端は、それぞれ僅少の減少をしめし、逆に
1～2町の中間層 K会いて僅少の増加をしめしている。しかし、それら増減の
いずれκ草子いても、 2%以下のものであって、むしろ、各階層をつうじて、農
家戸数は停滞的であるといえよ合。また、 1～2町の中長腐の増加も、全〈微
小であって、いわゆる中農標準化をどとはいえ念い。したがって、農家戸数推
移での守 8.8 %というのは、中農肥大と南端減少との十ーの結果：として、そう
なったというよりは、各階層をつうじて守 8.8 %という平均値の水準のととろ
で、若干の増減がみられるが、それは、ほんの 1%前後にすぎず、各階震をつ
うじて農家戸数は停滞的であるといえよう。
とのエうに、農家戸数全体にないても、きた各階層別でも、戸数の推移は停
滞的であったが‘兼業率ではどうか。
前掲第 5表のどと〈、兼業は、 2 5年度から 33年度にかけて、一貫して増
大している。す念わち、専業農家の全農家数にたいする比率i宮、 2 5年度－
4 4. 3 %、 29年度－ 3 3. 3 %、 33年度－ 27.3%と大巾陀減少し、 3 3年
度では、専業農家は 3割以下』て下落している。とれを兼業の第一種、第二極の
区別でみれば、 2 5～ 3 3年度では‘両者とも大巾に増加しているが、第二種
の伸びの方が大きい。との工 5（！［、一貫して兼業農家の大巾 7ま増加というとと
は、農家人口の 2ちの、第一穏、第二種をつうじてわ兼従者の増加というとと
に対応している。〈りかえしていえば、農家戸数の停滞のうちに会ける、議家
の全体としての業業化の一貫した深化と h うととである。
との兼業化の深化を階層別にみればどうか。第 7表によれば、 2 5年度で、
総数では 55. 7 %の兼業率であるが、とれを階層別［ぐみれば、 5反未満層では
8 0. 7 %と：最高の兼業率であり、逆（！［階層の上昇lぞつれて兼業率は次第に下り、
2～ 5町層では 26. 4 %、 3mr以上層では 19. 8 %へと減少している。念会、
とれを 2 9、 3 3年度への推移でみれば、総戸数の兼業率は、 2 9年度一
- 1守一
ド3
a 
第 7表
給： 数
5畝未満
5畝～
ろ～ 5 反
5反未満
5反～ 1町
1～ 5町
1. 5～ 2町
2 ～ 5 町
5町以上
各階層別、専業、兼業農家の構成比
2 5 年 度 2 9 
専業 兼業 第 1 2穆 業 兼業
% % % % % % 
4 4. 7 3 8.4 3 3 3. 3 6 6. 
3 8. 5 5 4 4.9 2 3.2 7 6. 
8 6. 9 2 6 4. 6 6. 7 9 3. 3 
7 5. 0 4 1. 3 3.8 1 4.0 8 6.
1 9.3 8 0.7 ち1.8 4 8.9 l 0.5 8 9.5 
4 3. 0 5 7.0 4 6. 1 0. 4 2 8.2 7 1.8 
5 8. 0 4 2. 0 3 9.7 2.3 4 7.0 5 3.0 
8 2 3 4. 2 0. 0 5 7.9 4 2. 1 
7 2.6 2 6. 4 2 6.4 0.0 5. 2 
8 0.2 1 9.8 1 5. 6 4. 2 7 2. 1 2ス9
年 度 ろ 3 年 度
第1種 第 2種 業 兼業 第 1種 第2穣
% % % % % % 
4 9 2 7.3 7 2.7 4 5.7 2 7.0 
ι 2. 8 ら7.2 1 u.4 5 6. 8 
1 5. 7 7 7. ι。 9 4.0 1 3.3 8 0. 7 
1 4 7. 9. 3 9 0.7 3 4. 6 5る.7
2 7.2 る2.3 7. 8 9 2. 2 2 4.0 6 8. 2 
5 5.6 1 6. 2 2 1.2 7 8. 8 5 6.2 2 
。 3. 0 3 8. 5 6 1.5 5 6.7 4. 8 
4 1.0 1. 1 5 1.2 4 8. 8 4 
3 4.8 0. 4 0. 8 3 9. 0.'7 
2 6.9 o.o 2 8. 3 2 8.3 。唱
6 6. 7 %、 .'l 3年度－ 7 2. 7 %と大巾を増加であるが、階層別ではどうか。階
層別でも、各階層をつうじて、 2 9年度. 3 3年度と大巾に増加している。
3 3年度で t,• 5反未満層では 9 2 %とい台高率 Kをり、 2～ 5沼了麿で 26. 4 
%、 5町以上層で 28. 3 %と、それぞれ 2 5年度κ〈らべて、大巾な増加であ
る。
以上のととから、農家戸数の総数も、また各階層の戸数も、ともに会〈停滞
的であったが、その停滞的を農家戸数の各階層をつうじて、兼業化への傾向が
深化しているととがわかる。
兼業第一種‘第二種の区別での各階層別の推移は、同じ〈第 7表vてよれば次
のどとくである。ととで特徴的をのは、兼業全体としては、 2 5～ 3 3 i五度の
推移では、その総数Kないても、また各階層に幸子いても、それぞれ大巾に増加
しているが、第一種、第二種の区別では、 1町以下（とぐに 5反未満）と、そ
の上層とでは様子を異忙してh るととである。すをわち、 5反未満層で、第二
種兼業は、その比率が、 2 5 -2守一五 5年度で、 48. 9 -6 2. 3一己 8.2 % 
と増加しているのに 逆に 第一種では 31.8-27.2-24%と減少してい
る。そして 33年度では、 5反未満層で、農家戸数のうち‘第二種兼業農家が
Y割弱、第一穫が 2.4割、専業農家が 1割以下で‘ととでは．その大部かが第
二種兼業農家であるととがわかる。 5反～ 1町層では、 2 5年度と 33年度の
比較で、第一‘第二種ともに、それぞれ約 1割増加し‘第一種は 56. 2 %、第
二穫は 22. 6 %とを fJ• 5反未満層とぐらべると、両者の比率は逆転し、とと
では、もはや第二種は 2割強の比率をもつにすぎをい。 1町以上層では、両年
度を〈らべて、第一種兼業は、各階層をつうじて 1割以上。増加をしめしてい
るが、第二種は、各階層で若干の増加はあるが、その比率は小さ〈、 1～ 1.5 
町層でも 4.8 % ( 3 3年度〉陀すぎず、ぞれ以上の階層では、数%にもみたを
い全ぐ無視しうる比率にをっている。
第二種白とのようを特徴は‘次の表にないても、よ〈しめされている。すを
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第 8表 第二種兼業農家推移
実 数 構成比
年次
総数
2 5 3 3 2 5 29 3 3 
1 4. 6 0 2戸I1呪22 0戸I22.448戸I1 o o.o I 1 o o.o I 1 o o.o 
5畝以下 3 5 8 0 7 1 0.3 0.4 
? ?
?
? ，
?
? ?
? ? ?
??
??
??
?
?
?
?
?
『?
?
?
8, 6 9 4 4 9. 5 l 4 4. 2 I 3 
わち、第 8表陀よれば、 2 5年度にかいて第二種兼業農家 14, 6 D 2戸のうち、
5反未満層にその 76. 6 %が集り、それに 5反～ 1町層の 19. 1 %を加えれば、
9 5. 7 %にもをる。 2字、 3 3の両年度では、 5反未満層の占める比率は
7 3. 6 % 6 8. 3 %と若手低下している ;Ql、それでもを台、第二種兼業農家数
の Y割前後が 5反未満層の農家である。とれvc5反～ 1町層の第二穫を加える
と、 29年度－ 9 5. 8 %、 .33年度－ 9 4. 6 %とまり、第二種兼業農家のほと
んど全部が 1町以下の農家であるととがわかる。
とれ争要するに、 2 5年度以後、年をかつて兼業化がすすみ、 3.3年度では、
①、農家全体の 7割強が兼業農家である、②、兼業の度合は、下層ほど強〈、
5反未満層では‘ 9割強が兼業であ b、逆K階層の上昇につれて、その比率は
低下するが、最上層の 5町以上層でも、念会、 5割弱が兼業農家である、③、
第一種、第二種兼業の区別では、第二種兼業農家は、そのほとんど全部が 1町
以下の農家であり、とぐにその Y割が 5反未満層である、＠、第一種兼業農家
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は、 5反未満層では 24 %、 5反～ 1町層では 56. 2 %であるが、 1町以上で
は兼業農家のほとんど全部が、との第一種兼業農家である。
しかし、とのように各階層をつうじての兼業化の深化にもかかわらず、ある
いは、兼業化のゆえにとそ、農家戸数では、わずかの減少にとどまり、 2 5年
度以来、ほとんど停滞的である。 ζの兼業化の大巾を進行之、停滞的？を農家戸
数、とれをどう統一的に理解するかが問題である。以下‘兼業農家の繋業先を
検討しよう。
第 3 翠
第 貿信
東諜先について
他産業従事者の推移
まず、農家人口のうちの他産業従事者の推移をみよう。 第守表tてよれば、イ也
3 3年設と、ぞれぞ産業従事者全体では 2 5年度を慕準として、 2 9 3 1 
第 9表 他産業従事者数
就業者総
産
業
2 5年度
(1 0 0.0) 
従 i他産業 I24.2 9,
事 i専従者 Ic1 o o.o) 
者 j I 7 s.s06 
(1 0 0.0) 
2 C) 年度
( 11 8 ) 
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3 1年度 3 3年度
割合
cs2.4) I I cs ts) 
26340 2 4,4 5 1 9. 2 
c111) I J(109〕
2 8,0 4 2 
(9 6.6} 
31.8LIO ! 11.9 
(109. 9) 
4 2.8 3守 i I 4 2D 9 o i 1 5.8 
(176) I JC173) 
ザ…一一…－1-－……ート
36.2 
2 8) ! !(1 2 9〕
れ 117-128-129とn質調に伸び‘ 33年度では‘ 25年度の 5割増と
をっている。その結果、農家での就業者総数に占める他産業従事者の比率は、
2 5年度の 26. 8 %から、 3 3年度では 36‘ 9%と 10 %の糟加である。主党、
他産業従事者のうちでは、第一種、’務二種兼業者エりも、他産業専従者の伸び
は、きわだって大き〈、 3 3年度では 2 5年度の 17 3 %とまっている。それ
Kたいして、第一種、第二種兼業者は、それぞれ 10 9、 109.9%十てとどま
っているのは、前章にないてみたとやりである。
次vc3 3年度について‘他産業従事者を年令lJ!vcみよ 5。第 10表によれば
3 3年度の他産業従事者総数では、第一種兼業者一 24. 7 %、第二種兼業者－
3 2. 4 %、他産業専従者一 42. 9 %であり、他産業専従者の比率は第一位であ
る。とれを年令別にみれば、 30才を境として、それ以下の 15～2 9才の最
第 10表 他産業従事者の年令別区分 3 3年度
一一一下品 主として農業K
従として他産業 Ivc従として農業 i他産業専従者
に従事する者
明，－噌》前一一「・ーーー
98,3 81人
総 数
(10 0.0) 
1 5～2 9才
3 0～4 9才
( 3 0.0) ( 37. 8) c 32.2) 
一 一三894 3,9 1 6 3,2 61 
5 0～ 5 9才
(100.0) c 35.2) c 35.3) c 29.5) 
5，守30 1)3 89 1,2 87 1,2 5 4 
6 0才以上
(100.0) ( 35.4) ( 32.8) ( 3 1.8〕
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低年層では、他産業専従者は、 3 0～4 9才層での 32. 2 %と〈らべて、その
比率は 57. 3 %と二倍ちか〈に激増している。それとの関連V¥'.::Jらもいて、第一種
兼業者は、 3 0～4 9才層の 30 %から、 1 5～2 9才層では 16. 3 %と約半
減し、また第二種兼業者でも 37. 8 %から 26. 4 %へと激減している。つまり
第 1 D表では、 3 0才を境として、それ以下の 15～ 2 9才！習では、それ以上
の年令層とは断層ををして、他産業専従者の激増へと地すべりをなとしている、
といえる。とれば、前κのべた新学卒者で農業につぐものの、地すべり的減少
V¥'.:対応、するものである。また、兼従者では、と（ V¥'.:第一種兼業者の比率の減少
は大き〈、 5 0～5 9才層で 35. 2 %を占めていたのが、 1 5～2 9才の最低
年層では半仔以下の 16. 3 %に下落している。もちろん、 ζれについては、他
産業従事者でも、高年令層に 1去るにつれて、自分の仕事の重点をより農業中心
K移すようにをる簡向のあるのは見逃されてはをらない。しかし、その点を考
慮しても、兼従者の比率の年令をぐ 7ぞるにつれての減少と、他産業専従者の比
率の激増は、なやかっ地すべり的であるといえ工う。
を3子、との点を、世帯主、あとつぎ、次三男の区)Jljで検討しよう。第 1 1表
によれば、世帯主（男）では、第一種兼業者－ 3 1. 2 %‘第二種兼業者－
3 9. 7 %、他産業 j専従者一 29. 1 %と、他産業専従者の比率が約 5割であり、
総数での比率 4 1. 4 %より 10 %あまり低い ζ と、また、第 1種兼業者が
3 1. 2 %で、総数にやける 24: 3 %より高い比率を占めているのは、世帯主と
いうととから当然のととであろう。 M あとつぎ，，， （男）では、第 1替、第 2種
兼業者、他産業専従者は、それぞれ 2 3. 2 %、 34. 6 %、 4 2. 2 %とをり、 ζ
とでは世帯主と〈らべて、兼業、とぐに第一種兼業の比率の低ざと、専従者の
比率の高いことが自につぐ。また、将来家をはをれる、次三男では、との傾向
がいっそう強〈、第一種兼業者では Z7 %と、世帯主の場合の 24. 3 %の一以
3 
下の低さであるが、他産業専従考ーでは 72. 2 %と、世帝主の；場合の 2 9. 1 %の
2. 5倍ときわめて高い比率である。とのように、世帯上の地位別では世帯主→
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『官。、
第 11茨
給： 数
世 手筈 主
あとつぎ
将来家を
離れる者
そ co 他
…h 一山
世 帯上の地位別兼業従事者数
他産業従事者総数
給： 数 現 女
8,3 81人 7 5.0 3 3人 2ゑ34会
(100.0) (100.0) (1 0 0.0〕
3 5.o CJ o 3 3,3 5 2 1.648 
(_ 35.6) (1 00.0) (I 0 0.0〕
29,135 空主41 5 1.7 2 0 
( 29. 6) (1 0 0.0) ( 1 0 .0) 
19,89 9 1 2.1 2 4 7. 77 5 
〔20.2) 〔10 0 〕 (1 0 0.0〕
1 4,3 4 7 2.1 4 2 1 2.2 0 5 
( 1 4.6) (1 0 0.0) (100.0) 
－守 r 掴ー 』
3 3年度
第一種兼業者 ‘i芳二種兼業 他産業専従者
努 女 奥
1 8,2 1 6,2 3 <1へ 25.7 5 ム09 3 1cf. 
c 24.3) (_ 2 6.乃 〔34.3〕 (_ 2る.1) ( 41.4〕 く47. 2) 
1 0 4 0 3 663 1 3,2ち2 る11 9. 69 7 3 74 
(_ 31.勾 ( 4 0.2〕 ( ち守.7) ( 3 7. 1）、 (_ 2ヲ.1〕 ( ~ 2.7) 
6,3 5 1 376 究486 429 1 1.5 7 8 9 1 :i 
( 2 3.2) ( 2 1.守） ( 34.6〕 c 24.9) ( 42.2) ( 53.2〕
9 31 6 1 9 2.4 4 2 1.3 2 3 8,7 5 1 5‘823 
7. 7) 8.0〕 ( 2 0.1) ( 1 7.〔］） ( 72.2) 75.0〕
5 27 4.5 8 1 70 3,7 2 7 1. 0 4 5 3,8 9 7 
( 24.6) ( 3 7. 5) ( 26.6) ( 30.5) ( 48.8〕
あとつぎ→次三男と 5つるにつれて、次第に兼従と（ K第一種兼業者の占める
比率が激減し、逆に他産業専従者の比率が高〈をるのである。しかし、世帯主
, 
の場合でも、念 1)~ か、てヲその 5 割が他産業専従者であり、また あとつぎ では
I/ 
4割強が他産業専従者であるととは、在自すべきである。とれらをつうじて、
農家の兼業化の深化というとき、農業経営の根幹である．世宇野主． あとつぎ
I/ 
vc :j;,~ いても、いかに他産業専従の比率が大き〈、また、その傾向が深化しつつ
あるかを見るべきである。
次氏、との世帯上の地位別で、他産業従事者の年令の区別での状況をみよう。
第 12表では、世帯主（勢）の他産業従事状況は、総数では上述のどと〈、
第一種－ 3 1.6%，第二種－ 3 9. 6 %、他産業専従ー 28. 8 %であるが、年令
別でも‘との比率はあまり変っていない。
， 
あとつぎ では、総数で他産業専従者が 42. 9 %と 4割を上回 b、逆児、
第一種兼業者では 23 %と 2割強と小さぐ在っている。とれを年令別陀みれば、
他業専従者では 3 0～4 9才で 3 8. 4 %だったのが、 l 5～2 9才の最低年令
I/ 
層では丘 6.3 %と大巾に増加している。つまり、 あとつぎ でも最低年層で。
は、他産業従事者の約半数弱が他産業専従者にをっているのである。その反面
第一種兼業者では、 30～ 4 9才では 25. 4 %だったのが、 15～2 9才では
2 1. 3 %と減少して＼／＼る。
との傾向のいっそう著しいのが、次三男の場合である。次三男の総数では、
他産業専従者の比率が 73. 3 %と倒的な比率を占めているが、とれを年令別K
みればどうか。他産業専従者は、 5 0～ 5 9才で 24. 6 %、 3 0～ 4 守才で
5 0 %、 1 5～2 9 才で 76. 5 %と．激増している。逆κ、第一種兼業者では、
5 0～5 9才で 50. 3 %、 30～4 9才で 21.1%. 15～2 9才では 5.8 % 
と、年令が〈だるにつれて、地すべり的減少である。したがって、次三男の最
低年層では．他産業専従者一 76. 5 %、第二種兼業者ー 17. 7 %であり、あわ
せて 94. 2 %で、そのほとんどが他産業中心の産毛織をしているととになる。し
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第 12表 世帯上の地位別の年令区別による兼業状況 3 3年度
給！ 言十 4 グ 第二種兼業者
, 
ラ骨ー－-r.！！＇ヨ干閉そ命 れ土きだ五ラR
3 5,0 0 0人 1 1.0 6 13,864人 1 0,0 6 9人
総 数 （ 0 0. 0) (31.6) ( 9. 6) ( 2 8.8) 
世
3, 8 6 3 1. 2 1 2 1. 1 3 8 
1 5～ 2 9才
( 1 0 . 0) 〔31. 4〕 ( 9. 2) c 29.4) 
2 0, 1 1 2 5. 9 1 9 8, 2 7 6 5審 91 7 
帯 3 0～ 4 守
（ Q 0. 0) c 29.5) {41.0) ( 2 9.5) 
8, 3 3 7 2. 9 2 1 3, 1 0 5 3 1 1 
5 0～ 5 9 
〔10 0. 0) c 35.1) ( 3 z 2) ( 2 8.7) 
主
2.6 8 6 1. 0 1 4 9 6 9 7 0 3 
6 。才以 上
( 1 0 . 0〕 c 3z 8) c 35.1〕 (27.1) 
29,135 ム72 7 9, 9 1 5 1 2. 4 9 3 
総 数
( 1 0 . 0) (2 3. 0〕 ( 3 4.1〕 ( 4 2.9) 
あ
1ム90 2 3, 6 0守 5. 4 9 4 z Y守守
1 5～ 2 9才 c 1 0 0.0) ( 2 1.3〕 ( 3 2.4〕 (4る.3〕
と
1 1.5 0守 2.9 3 2 4. 1 7 7 4. 4 0 0 
3 0～ 4 9才 c 1 0 0.0) c 25.4〕 c 6.2〕 c 38.4) 
てコ
6 2 5 1 5 3 2 0 2 2 7 0 
5 0～ 5 9 
( 1 0 . 0) (2 4. 5〕 ( 3 2.3) c 4 3.2) 
ぎ
守中 3 3 4 2 2 4 
己 。才以 上 ( 1 0 . 0) ( 4 2.5) (2 4. 2) 〔33. 3〕
一1担89 9 1. 5 5 ゑ76 5 1 4.5 8 4 
まf、 数
( 1 0 . 0) （ス 8) ( 1 8.9) (7 3. 3) 次
17.704 1. 0 2 7 ミ14 1 13,533 
1 5～ 2 9才
( 1 0 . 0〕 〔5.8) (17.7) .(7 6. 5) 
1. 9 2 8 4 0 7 5 5 7 9 6 4 
一 3 0～ 4 9 :f c 10 0.0) ( 2 1.1〕 ( 2 8.9〕 ( 5 0.0) 
1 9 5 守 8 4 9 4 8 
5 0～ 5 9才
(5 0. 3) ( 2 5.1 ) c 24.6) 男
7 5 2 1 1 6 3 8 6 。才以 上 。。.0) ( 2 8.0) (2 1.3) く50.7) 
絵： 数
守 8,3 8 1 2 4 . 4 5 31.840 4 2. 0 9 0 
( 1 0 0. 0) ( 2 4.守） ( 3 2.4 ( 4 2.7) 
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かも、とのようを傾向が年令をぐだるにつれて強ぐなっている点、を注目すべき
でまLる。
第 12 表全体については、⑦．世帯主では他産業従事の比率は、年令射では
ほとんど変動していをいとと、したがって、世帯主花関するかぎり、とんど他
産業専従者の比率が急速に増大するととは考えられをい。しかし、との世帯子主
にしても、念会かっ1m産業苦手従者の比率が 28. 8 %で、 3割弱が農業K従事し
てい念 h o とれに第二種来事長者の比率、 3 9. 6 J6を加えると、 6 8. 4 % vぞを b、
世帯主の 1 0人のうち約 Y人が他産業中心の兼従者である。世帯主にないても、
， 
いかに強〈的産業に重心がうつっているかがわかる。号、 ふとつぎ では、
’f 
f出窪業業専従者が主主今を（ 1どるにつれて、その比率は増大し、最低年！翠の 15 
～2 9才では 4 6. 3 %と、約 5割ちか〈が伶産業専従者にをっている。その逆
, 
に、第一種事長業者は年令を〈だるにつれて、その比率が減少している。 あと
つぎ の 1 5～ 2 9才では、他建築専従－ 4 6. 3 %と、第二務兼業－ 3 2. 4 % 
" ， 
とをあわせると 78. 7 %とを号、約 8割が他産業中心である。とのように ふ
とつぎ でも、~主笈業従事者のうち他産業中心の比率が高〈、しかもその傾向, 
は年令を〈だる Kつれて強〈をっている。母、次三男では、との傾向がと〈に
強〈、最低年穫の 1' 5～2 9才では他産業専従のみで 7 3.旦% という圧倒的な
比率であり、とれに第二種兼業者の 17. 7 %を加えると守 4. 2 %という比率陀
なる。す会わち、次三男の最低年 1習では、そのほとんど全部が他産業中心；亡を
っているので与る。
第 2 節 建業 }51J兼従先の推移
前節では、農家世帯員の他産業従事状況を、第一種、第二種兼業、他産業専
従の区別で検討したが、ととでは、産業別での従事状況をみ工う。
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第 13表 産業別伶産業従事者の推移
実 数
2る年 2 8年度 2 9年度 3 0年度 3 1年度
総 数 7 5.8 1 9人 8号40 5人 号66 4人 8 6, 2 8 6入 97.221人
業 1. 5 6 6 2. 4 1 2 1. 3 2 1 2. 3 9 5 l 2司 71 1 
林・ 狩猟業 7. 5 1 6 7. 8 5 6 8, 1 1 2 もJ Zも 6 8 2 2 
漁・水産業 2. 4 I.ぅA 2. 2 5 2 2.3 9 2 1. 9 2 8 1. 8 9 9 
鉱 業 6 9 3 1. 0 8 4 8 2 1 7 1 5 7 5 7 
建 設 業 13,914 2 2.7 8 8 2 2. 9 7 9 1 9, 7 3 23,448 
製 造 業 1 5.9 5 8 17.412 17.294 1 8, 6 9 3 2 2. 0 7 1 
…一
部＠小売業 8, 0 4 2 な86 5 1 0,8 8 9 1 0,7 5 0 12.540 
金融保検業 米1.9 8 0 1. 9 8 2 2. 2 9 0 2. 1 5 1 2. 3 2 3 
不 参5産 業 1 0 2 1 0 5 1 9る 1 0 4 1 2 3 
運輸通信業 7. 1 2 9 8, 2 1 6 8, 2 3 9 8 4 5 7 呪51 9 
サービス業 7. 0 2 7 7. 2 0 0 8, 3 9 8 z・08 2 号T0 3 
s, 、i 務 d，守 91 8, 2 3 2 ム73 3 7. 4 1 2 , 5。90 5 
そ ([) 他 2. 3 3 7 
産業別の従事状況は第 13表のごと〈である。とれによれば、 2 6年度基準
で、他産業従事者総数では、 33年度で 129.3%と約 5割の場加である。産
業別の推移では、実数で減少しているのは林業－ 7 6 %、漁業－ 7 1.5%、運
輸通信業－ 9 7 %、公務－ 9 4. 8 %のみで、その他は増加している。各産業会
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数3 2年度 年度 2 6年度 2 8年度 2 9年度 3 0年度 3 3 2等霊 3 3年度
9 8, 1 9 98,381人 1 0 o.o 1 1z6 1 1 8.1 11 3.7 1 2 1 29.2 129.3 
2. 0 3 9 2.る 0ι 1 0 .0 1 5 4 84.6 1 52.8 1 7 3 1 3 0 66.3 
6, 6 7 8 5. 7 0 2 1 0 .0 1 0 4 108 89.5 9 0.6 88.8 7 6.0 
一…
1. 7 9 7 1. 7 6 2 1 0 9 5.0 97. 0 7 8.1 7. 0 7 2.9 71.5 
7 7 5 8 4 9 1 00.0 1 56. 18.2 1 0 3 104.0 1 1 . 5 122.2 
23,875 2 4 2 9 3 1 0 .0 1 6 3 1 6 5 1 42 1占8 1 7 1 1 7 4 
2 3,2 4 0 22.578 100.0 1 0 108 11 7 137 46 1 4 1 
1 3, 5 8 8 3, 2 2 1 100.0 123 1 3 6 1 3 4 1 5 6 169 1る5
一担任 4,4 9 7 4, 8 6 1 100.0 1 0 0 11 6 10 8 11 7 227 i 2 4る
1 8 9 2 5 9 100.0 1 0 3 2 1 0 2 1 2 0 1 8 5 : 2 54 
7. 2 9 4 6 9 0 7 1 0.0 11 5 1 1 5 11 9 1 3 3 1 0 2 I 97 
8, 5 0 6 8, 7 2 4 100.0 1 0 2 1 1 4 1 0 1 129 121 124 
5, 7 1 6 6, 6 2 0 100.0 11 8 守る.3 106 8 4.5 8 1.9 9 4.8 
但し、うK-は電気、ガス、水道が加わっている
体の構成比で上位 5産業である建設、製造、部・小売業は両年度の対比で、そ
れぞれ 17 4 %、 1 4 1 %、 1 6 5 %と、大巾を培加をしめしている。 ζれら
上位 5産業で大巾 K増加しているの氏、全体として 129.3%と 5割弱の増加
にとどまっているのは、構成比率で比較的上位にある、運輸通信業、公務、林
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業 K会いてi減少しているからである。
次陀、各産業別での構成比の推移をみ d: 5 0 第 14表の 26～ 3 3年度の推
移では、第 1次産業と第五次産業の比率が減少し、第 2次産業で増加の傾向に
ある。第 1次産業の比率の減少は、農業での若干の増加にもかかわらず、林業、
漁業での大巾を減少の結果である。第き次産業での比率の減少は、卸小売、金
融業での増加にもかかわらず、運輸、サーピス恥公務業での比率減少の結果で
ある。第 2次産業でのi脅加は、建設、製造の務 1、第 2位の産業での比率の増
加の結果である。建設業は、 2る年度以外は 28～3 3年度と一貫して第 1位
第 14表 他産業従事者の産業別構成比の権移
2 6年度 2 8年度 2 9年 3 0年度 3 1年度 3 2年度 3 3年度
総 言十 1 0 .0 1 0 .0 1 0 .0 1 0 1 0 .0 100.0 1 0 .0 
トー
A j縫 業 2.1 2.7 2.8 2.1 2岳
］ヲ林、 持事現業 1 0.0 8.8 民、J ス8 ス0 ι.8 5.8 
。漁、水産業 3.3 2.5 2.7 2.2 t9 1. 8 1. 8 
D鉱 業 0.9 0.9 0.9 0.8 0.8 0.8 0.9 
一…吋ー …
E建 設 業 18.0 25.5 2 5.6 23.0 24.1 24.3 24] 
F製 Z、t主k主 業 21. 1 19. 5 1 9.3 21. 7 22.7 2 3.7 2 3.0 
G卸、小売業 1 0.6 11.0 1 2.1 1 2.5 12.9 1 3.8 1 3.4 
H金融公益業 2.7 長年と 2.2 2.5 5 2.5 2.4；、米 A.6 米 4.9
工不動産業 0.1 一 0.2 0.1 0.1 0.2 0.3 
J遼輸通信業 ヲ.4 9.2 9.2 9.8 9.8 3；ι 7. 0 
Xサービス業 9.3 8.0 9.4 8.2 守.4 8.7 8.9 
L公 務 9.2 9.2 ス5 8.6 6.1 5.8 6.7 
Mそ fl) 他
米は、電気、 F ス、水道をふ〈む
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の構成比率であり、建設業への農家からの従事者は、総兼従者のほぼすの比率
である。第 2位の製造業は、 2 8年度から順調な増加傾向で、 33年度では
2 3 %の比率にをっている。しかし、乙の製造業が建設業よりも比率が低〈、
2割あま bの構成比率にとどぎっているのは特徴的である。第 5位の卸小売業
は 26～ 3 3年度で 10. 6～1 3. 4 %と一貫して増加傾向にある。ついで 33 
年度では、サービス業－ 8. 9 %‘ i筆輸業－ 7%、公務－ 6. 7 %等の肢にをつて
いる。
とのようを農家からの他産業従事者の産業別従事状況の推移を、新規学卒者
の産業別就職状況と比較すれば、どうか。
第 1 5表｛〈工れば、中学、高校の新卒者の就職状況は、産業耳ljでは 2 5～ 
3 3年度で‘第 1次産業の激波（ 3 2. 1 %→ 1 0. 8 %と；）と、第 2次産業、
と〈 κ第 5次？を業の塔加が日だっ。
との第 1次産業では、選、林、漁業がそれぞれ激減しているが、とのことは、
中学、高校の新卒者は年を沿って農漁村外への就職傾向が強まっているととを
しめすものである。との新卒者の農業就職の動向と、前表（ 1 4表）での動向
を比較すると、前表での他家の農業への従事：は、その比率は小さしqが、年をな
って減少するのではを〈、逆にわずかまがら増加傾向にあるのとは、対照的で
ある。とれは、新学卒者の場合、わが国の特殊を労働市場構造から七て、農村
外に安定した職場を見出しうる傾向が年を令って司令ぐちとつ-rv. b ?'" )-(r'C対応す
るものである。
第、2次産業では‘第 15表の新学卒者の場合、鉱業、建設業、製造業の三産
莱白うち、鉱業は各年次をつうじて 0.1 %で全〈問題に，全らぬ比率であり、建
設業でも 2～3%の小さい比率にすぎない。それに対して、製造業はほぼ 40 
～5 0 %の巨大を比率であり、しかも 26年度以降、一貫してその比率は増加
している。つま b、との第 2次産業では、新学卒者の就駿先として、製造業は
圧倒的な比率を占めているのvc.tといして、鉱業のみをらず建設業も問題になら
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第 15表 中・高校、新卒者、産業別就職状況
回一一ー一一一句寸一一品一由自由ー一戸で一一一日…－・・－，－－叩一一一仙骨｝｝和一γ一一
2 5年
4,0 7 
量 業 Icz 
67 46 20 5 3 26 11 1 3 
林、狩猟業 i' ( D.5) く O.~＞〕 。.1)
337 1 4 0 113 
漁、水産業 i' ( 2.4) 〔0.9) ( 0.7) 
1 4 1 5 1 4 
鉱 莱 IC ( 0.1〕 C o.1) c 0.1) 
3 84 5占。 427 25 6 3 3 5 430 3 7 3 
建 支立丹λ, 必A公 i' ( V) ( 2.5) ( 3.0) ( 1.6〕 ( 1.9) ( 2.る） ( 2.2) 
5,6 1 9 4.7 3中 5，る守 1 7.232 司364 7. 31 8 7.7 7 9 
造 業
(40.2) (3 .3.0) (39.3) (45.0) (4る.0〕
1.4 6 8 1 3 2 2.4 7 2 2.5 9 4 2.5 7 7 2.8 3 1 3,0 0 6 
卸、小売業 j(1 0.5) (1 4.8〕 ( 1 7.1) (16.6) (1 4.6〕 (17. 4〕 7. 8) 
151 1 9 1 3 266 2 84 369 4 5 0 
J三～区 融 業！I ( 1. 1) ( 1.3〕 c 1.8) ( 1.7) ( 1.6〕 ( 2.7) 
4 6 1 1 3 も
不動産業；（ ） 〕 （ 
340 446 410 4 26 6 39 748 
輸通信業 1I ( 2.4) ( 3.1) ( 2.8〕 ( 2.7) ( 3.6) （ 4.4) 
578 守25 1. 2 8 3 1.1 2 l 1.0 5 0 1. 5 3 3 
サーピス業； （ 〕4. 1 ( 6.4) ( 8.9) ( 7.2) ( 5.9) ( 9.2) （玖1)
444 371 
:L下λ、 務； r
( 2る） ( 2.1) ( 1.4) ( l5) 2.1) 
72 8 8 6 83 3 840 
z」- (£) f出 Ir 『只） 5.1) く5.1) ( 5.0) 
74 1 4.3 5 7 
言十 。00.0〕〔100.0) 1(1 0 0.0) 〔10 0.0) 丈100.0) ¥(100.0) 
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め低率である。との点が、前表（ 1 4表）と〈らべると対照的である。すをわ
ち、農家世帯員の他産業従事先としては、建設業は、前述のどと〈、ほほ各年
次をつうじて第 1位の比率（ 2 4～2 5 % ）を占めているのにたいして、製造
業は主主設業についで第 2位で大体 22～2 3 %でふった。とのように、農家世
帯員の他産業従事先としては、年間をつうじての専従よりも、臨時的、季節的
を職場としての建設業が最大の就職先であり、製造業の場合でも、臨時的雇用
の多いととを注意ぜねばならをい。両者にがいては就職、就業動向のパターン
を異にしているのである。しかも、新学卒者の場合、製造業のみでも 40～ 
5 0 %と約半数を占める大きさであったが、農家世帯員の兼従先では、最高の
建設業でも約τの比率を占めるにすぎず、他の産業にエり多〈散らばっている。
つまり農家世帯員にとっては、たとえ臨時的を不安定在職場であっても、安易
簡便陀就職しうる職場を求めているのである。
第 5次産業では、第 15表のどと〈、公務業をのぞいて、がしをべて、その
比率は増加しているが、 ζ とでは、とぐに比率の大きい卸小売業 c1 0. 5 %→ 
1 7.8 %） とサーピス業（ 4. 1 %→ 9. 1 %〕の伸びが自につ〈。
要するに、新学卒者と、農家世帯員の両者の就職状況を比較すると、典型的
には建設業の場合の工うに、パターンを異にしているといえる。農家世帯員の
兼従先では、新卒者の場合の製造業のように巨大合比率をもつものはでと〈、第
1位の建設業でも約ーの比率を占めるにすぎをい。したがって、農家世帯負の
4 
兼従先は、各産業へ、より散らばってなり、受たその従事状況も安定さにかい
て劣るといえよう。次にその点を検討しよう。
他産業従事の場合の内訳として、紘一様衆議、第二種兼菜、他産業専従の三
者間の比率の推移は、第 1 6表のどとくである。とれによれば、他産業従事者
のうち、他産業専従者の比率は、 25年度で 32. 2 %だったのが、 33年度で
は 42. 9 %に増加している。逆に兼業では、両年度の比較で、第 1績は 29. 6 
%から 24. 9 %に、第二穫は 38. 2 %から 32. 2 %へともそれぞれ約 5%減少
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第 16表 他産業従 の内訳の推移
2 5年度 2 8年度 2 9年度 3 0 年度 3 1年度 I3 2年度
2 2，丘67人 2 6,06 5 2 4,98 1号守30 2ι340 2 5.7 9 4 
第一種兼；
く29.6) (29”2) (2 7. 8) (2 3.1) (2 7.0) (2 6.2) 
2矢口 48 Eミ弓 46507 2 8.0 4 2 31.953 
第二種兼j
く38.2 (3 0.1) (5 3.9) (29.0〕 (32ふ） j〔5
24.2 91 3 6,28 8 37.824 2.8 3 0,4 4 7 
；業専従；
(32ぬ 。0.6) (42.1) 〔41.2〕 (42守）
7 5,8 0 6 8号405 8 9,6る4 7. 2 21 9 8,1 9 4 9 8,3 8 1 
言T I c1 o a)(1 0 0〕 (1 0 0) (1 0 0) (1 0 0) 
している。すをわち、他産業従事者の内訳では、兼業者は第一種、第二穫とも
詑減少し、逆に信産業専従者が大rjJ{IC増加しているのである。その結果、他産
業専従者はその実数で、 2 5 ，年度蕃準の 7 3 %の激増をみている。しかし、第
一、第二種の兼業者ーもそわ実数では、それぞれ 9%、？．・9%増加している点は、
すでにのベブ千円
とれを各産業別にみよう。ただし数字は、 2 8. 2 9の荷年度しか念〈、ま
？と、 33年度は がちがうので『 単純に比較できをいが、その点を考慮、し念
がら検討しよう。
第 1 7表は、.2 8、 29年度』てなける他産業従事者の第一種、第二種兼業者
と他産業専従者の区別での、各産業への従事状抗をしめすものである。まず、
総数でのfu産業専従者は、 2 8 年度~ 4 0，る%、 29年度一 42. 6 %であり、
との水準はそれ以降の年度でも iをほ間様である。 （第 16表、参照、〉
各産業別で他産業専従者の比率の平均以上のは、鉱業、製造業、金融業、 i室
斡通信業、サービス業、公務業。六産業でふる。とれにたいして、第 1次産業
の差妻、林、漁業でほ専従者が低〈、とくに髪、林業では 10 %前後の低率で、
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第 17表 他産業従事者の各産業別での従事状況
2 8 年 2 9 年
総、 数
業
¥ :.'u. 
93 1. 75 1 
林、狩猟業
(1 0 0.0) ( 62.1) ( 2Z6) ( 1 0.3) i(HJ 0.0) 
2.2 5 2 58 5 952 7 1 5 2.39 2 
漁、水産業 i(1 o o:o) ( 2 6.0) 
1_ os 4 23 4 j 5る5
鉱 業 i(1 0 
22.7 88 7. 3 3 5 5.89 7 2.9 79 53 2 
設 業
(1 0 0の
1 2 6 9 iι，4 3 6 !8, 1 0 7 l1 7. 2 9 4 VBO l“56 
( 1 6.4) 
_65 5，弓s2 I 3,5 2 2 , 2.76 1ε＇1 0,8 89 3,8 5 0 l 3;62 8 
小売業 i(1 0 0.0) c 36.3) 
1.983 20 0 1 88 7ろY
融 業 i,. a 【向、’ 17. 7〕 5 8.4〕
22 42 4 1 1守凸 8 1 
不動産業
4 1ぬ
4.8 1 4 
運輸通信業
6 8.5) 
905 2.D D 8 月485
サービス業
8.2 3 2 28 290 7. 9 1 4 6,7 3 3 
務
(1 0 0.0) ( 0.1 3.5) i （守6.4) (100.d) 
む 他
ーも？ー
農家世帯員で他家の華妻、林業に雇用される場合の臨時的性格をよぐしめしてい
る。その反面、との農、林業では自家の農業を主とする第一種兼業率の高いの
は当然である。
また、建設業、卸小売業でも専従率の低いのは、とれらの産業の臨時的、季
節的性格のつよいととから当然であろう。他産業従事者のうち、建設業が第 1
位、卸小売業が第 5位の比率を占めているが、それぞれ専従者は 2 5～ 3 0 % 
であり、建設業、卸小売業に従事する農家4仕草待畠の 5～4人に 1人が専従者に
すぎず、と＜ ('L 4人に 1人の専従者多本つ陀令官をい建設業が、製造業を沿い
て他産業従事先として一貫して第 1位である点は特徴的である。
1主 7之、第 2 位の製造業でも専従率は平均以上であるが、を -r,~ 4 6～4 7 %に
すぎず、 5割にみた左い専従率である。専従率のもっとも高いクラスは公務、
サーピス、運輸通信業の三産業であるが、とれら三産業は前述の第 13、 14 
表にみられるごと〈、従業先 ＞－ I -r ;if-の！：！－＇.率は減少または停滞している産業
である。
i欠l宅、 3 3年度VC:r;、ける各産業別の従事回数民主る区別をみよう。
第 1 8表は、 33年 f$'の日数男ljによる各産業への従事状況であり、第 1 7表
の第一、第二種兼業、他産業専従による区別とは異をる。したがって、第 18 
茨で 2 0 0日以上の他産業従事者の比率は＂ 6 . 1 %であり、 i司じ＜ 3 3年度の
他産業専従率は 4 2. 9 %より相当 K高い比率である。したがって、他産業専従
率と、第 1 8表での 2 0 0日以ょの従事者を同一視するのは誤りである。 （前
号の拙稿では．その点を考慮しながらも、をや両者を並列的に比較検討したの
は、妥当でをかった。）
第 18表によれば、各産業で 20 0日以上従事の比率が平均の 56. 1 %以下
の産業は、議、線、漁、鉱、建設、卸小売業の六産業である。とのうち、農、
林業での非常念低選手と、他産業従事先で第 1位‘第 5位を占める建設業、卸小
売業が、それぞれ 33. 6 %、 44. 6 %という低きが自につ〈のは 28、 2 9年
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度と同様である。
2 0 0臼以上従事者の比率の高いのは、公務、金融、運輸通信、サーピス、
製造業などである。とのうち公務業では 2 o o B以上従事者の比率が 9 3. 5 % 
の最高の比率であり、その専従性をよ〈しめしている。また、製造業での
2 0 0日以上従事者の比率は 72. 6 %で、建設業での 3 3. 3 %陀〈らべると、
製造業に従事する場合の安定性をしめしている。との点は、第 16茨での 2s. 
2 9年震についてもいえるととである。すをわち、 2 8、 2 9年の両年度をつ
うじて、他産業専従率では製造業が建設業よりはるかに高〈、大体 2倍ちかい
比率である。 { 2 9年夏、製造業－ 47.2%、建設業－ 2 5. 8 % ）逆花、農業
を主とする第一穂兼業率では、建設業が製造業の 2.5倍あまりの比率を占めて
いる。 ( 2 9年度守建設業－ 4 1. 5 %、製造業← 16. 1 %〕さらに‘第 1 5表
でみた新規学卒者の就職状況での、第 1f立の製造業の比率の巨大ざと、それと
対照的宏建設業の比率の徴小さを、あわせて考えると、次のような ζ とがいえ
る。
⑦‘製造業が、慈設業よりも専従率の高いのは、それぞれの建業の性格の相
違の他に‘専従率の高い新規学卒者の年々の就職が高いとと、②、逆K、建設
業で第一種兼業率の高いのは、新規学卒者で年々就職する者はほとんどをく、
比較的高年令患が主として農閉期などを利用して従事していること、＠.した
がって．両者は他産業従事先として、建設ー第 1位、製造一第 2位と、とも K
最上位にあるが、異質左聖であるといえる。そして他の産業 も、ほほ
とのこつの霊のいずれかに属しているといえる。第 1次産業の農、林、漁業は
建設業の型、あるいは‘より以上に臨時的性格の強い型である。他方、公務、
運輸通信、金融、サービス業をどは、製造業の型、あるいは、それ以上に恒常
的安定的念型に属しているといえよう。卸小売業Uてついては、新規学卒のとき
に主と Lて就職する恒常的を場合は製造業型でふろうし、それとは異ヲて、新
卒の時ではを〈、売薬業~ど陀従事する場合 l宮、逆に建設業型であるといえよ
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第 18表 他産業従事者の産業別の従事日数による区別
絵： ：数
議 業 ：体 業 漁業水産
鉱 業 建設業
〈露われ〉 狩猟業 養
総 数 8,3 8 1人 2.6 0 6 5.7 0 2入 4,29 3人0 0.0) (2.6) (5.8) (1.8) (24. 7) 
ち 。 日未 5.4 0 7 1.007 7もQ 43 47 2功。86
5 1 .～1 0 0 El 11.861 918 1. 6 3 148 1 2 7 4.7 7 4 
~ 0 1内》 15 0日 11.4 5 7 297 1斗77 1 7 7 8 1 ヰ，319 
1 5 1抑－ 2 0 0日 1 4,53る 190 1. 179 4 1 8 149 j 5,0 2 8 
•··~ 
2 0 O日以上 5 5.1 2 0 19 4 6 4 7 976 4 4 5 8,0 86 
，.向A
数 100"/o 100% 1 0 9ら 1 0 0 qら 10 oqも 1 00% 
つ 0 El 未満 5.5 38.7 13.4 2.5 5.5 ! 8.6 
5 1～1 0 0 El 12.1 3 5.2 286 8.4 1 5.0 ; -; 9.6 
l 0 0～l 5 0 8 1 1.5 1 1.4 2 6.0 1 0.1 9. 5 I 17. 8 
1 5 0～2 0 0日 1 4.8 7. ?-. 2 0.7 2 3.7 1 7.る 2 0.7 
2 0 6日以上 5 6.1 7. 4 1 1.3 55.3 5 2.4 3 3.3 
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製造業！j 卸売及び 金 融 j運 輸 j電気ガス
小売業 保険業 不動産業通信業水道業 iサーヒeス業 j公 務
78人； 13,221人 2.3 9 2人 2 59人； 6,90 7人 l2.46 8人
(2 3.0) i ( 13.4) (2.4) (0.3) (7.0) 
426 584 27 1 4 100 5 4 210 40 
1.1 8る 2.0守8 凸Y 24 274 1 0 2 463 i 50 
1.5 9 7 2.28 5 ! 60 29 375 1 5 7 i 528 75 
2.守77 2.35 9 1 5 7 38 
2.0 8 1 1 5.4
100% 1 00 % 
4.5 1. 1 
1 5.9 
17. 3 2.5 1 1.2 s.5 I 6. 6.0 1. 1 
1 7.9 6.も 1 4.6 1 0.6 守． 9. 1 4.0 
4 4.6 
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ぅ。もちろん、各産業陀沿いて例外はあるし、ま光、製造業陀従事する場合も、
とれを一様に安定的従事先とするのは問題である。すをわち‘製造業でも、大
企業、中小企業、零細企業の区別があり、をた各企業Ire:t,.；.いても、本工、臨時
工また外請工をどで全〈性格の異をるのは周知のととろである。しかし、そう
した点をもふまえて、農家世帯員の兼従先として、一応、上の二つの型が考え
られるし、とのととはわが国の特殊を労働市場との関速に令いて見逃されては
をらをいだろ 5。というのは、わが国の労働市場の～状況から町新規学卒者の就
職は比較的鳶まれてなり、新卒の時K安定した職業Kついた場合は、たとえ農
家の子弟であっても、それ以後その職業K専従するととが考えられる。しかも
その就職先が、年功序列型賃金のレールにのりうるよう念安定した企業である
場合は、と〈』てその傾向が強〈、との場合、終身雇用Kをる場合の多いのは、
とれまた周知のととろである。逆に、新学卒の時κではを〈、すでに一定の年
月、農業陀従事した後 V亡、あらたに他産業に就職を求める場合は、建設業をは
じめ、農｛林、漁業iをどの臨時的、季節的を従事先とをるのは当然のととであ
るq
以上は、産業別での農家粧帯員の兼従先の状況である。次に、仕事別の兼従
先の状況を検討しよう。
第百節 仕事別従業先の推移
仕事別の他産業従業先をしめすのが、第 19表である。 27～ 3 3年度の推
移では、兼従者総数にかいて 1 1 1 %と 1割の増加であるが、その内訳をみよ
う。賃労働者と職員層的合計では、 2%の減少であるが、賃労働者のみでは．
1 2 %増加し、職員層では遵に 16. 5 %減少している。その結果、職員層は
2 7年度では構成比で 24. 8 9らだったのが、 33年度では 18. 5 9もと大巾に減
少している。臨時的季節的を仕事としての日麗、出穣では、日雇が 1 5 6 9もへ
と大巾に増加しているが、逆Ire:出穣は 9 2 o/へと減少している。自営業はー賃
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して増加 L~ 3 3年度では 14 9 %と 5割の増加である。内職賃仕事は、ずっ
と減少し、 3 3年度では 4 1. 2 9らへと、半今以下に激減している。
との結果‘ 27年度と 3 3年度との対比では、各仕事の構成比で、日麗が
l 3. 
層は 24. 8 %→ 1 8. 5 0も、内職賃仕事が 5.6 q忠→ 2.1ヲ3と下落し、 33年度で
は賃労働考－ 2 6. 4 %、自営業－ 2 5. 1 o/、己麗ー 19. 1 %、職員一 18. 5 % 
出稼－ 9 %、内職－ 2. 1 9もの願とをつてh る。とのうち＼自営業を別とすれば
比較的安定した仕事の比率は、賃労働者と職員の 4 4. 9 qらであり、比較的不安
定を仕事の比率は日雇、出稼、内職の 3 0 %で怠る。とれを 27-30-33
第 19表 他産業従事者の推移
(4.0) 
昭和33年度
(10 0.0) 
昭和27年度） 1 00.0% 
1 1 3.0 
昭和 33年度 i1 1 1 92.0 1 4守.0
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年度の推移でみると‘賃労働者・草委員層では 51. 5 qも－ 4る.4 qも－ 4 4. 9 qもと
減少しているが、臼麗・出稼＠内職層では 30. 2 9も－ 3 2. 8 qも－ 3 0. 2 qもとほ
ぼ停滞的を比率である。したがって‘労働者 e職員！震の比率の減少と補完関係
Vとあるのは、白営業での 18. 8 % -2 0. 8 9も－ 2 5. 1 'lもという増加傾向である。
次に、各仕事での臨時的季節的度合を、 27年度と 33年度の対比で検討し
よう。 くただし荷年度での規主義がちがうので、単純K比較できでEいが、大体の
傾向はしれよう 0 ) 
第 20茨は、 27年度の各仕事の日数別での兼従状況である。忽 2 0 0日以
上つとめる比率は当仕事花王って大きく異なり‘ 2 0 0日以上が 50 %以上のも
第 20表 仕事号iJの臼数による区別 2 7年度
内職
(1 o.o) I lu u.u (100.0) (100.0) (1むD.O)(1 0 0.0) 
7.8中8 ' 9 5 5 1.231 i 139 守42 2.4 7 5 1.0 2 2 1. 1 3 4 
未満i
(1 6.2〕； (0.6) (4.1) (2 0.4) (1 0.7) (23.1) (9.0〕＇ (1 0.7〕
1.8 1 3 1 8 0 1.7 5 9 3,0 4 4 1. 8る2 t314 
5 1～1 0 0日j
(8.0〕 (25.2) (1 9. 4) (26.8) 
2.4守8 2.54 0 1.9 3 1 守る 1
(1 8.6) (18.の； (1 0.7〕 〔21.0) (2 0,2) (19.5) 
1.57 8 1.298 I 90 5 3,8 6 0 2、027 1. 7 6る 凸守5
(1Z7) l (17.0)j (4.1) (1る.7) (1 6.8) (18.4) (1 4. 1) 
2.9 2 o i t9 o o 12o.2 1 a 1  4.1 1 2 1,99 8 3, 01 6 8 1 1 
2 0 0日以上 j
(15. 1〕 ；（山〉！ (24.め (9 2乃 （品川 (16.岳山 (3 1.6) I 〔16.4)
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のは、職員層の 92. 7 %と賃労働者の 6 1 sらにすぎをい。その他は断層を左し
て比率がil:下してやり、第 5位の自営業（業主〕でも 32. 8 %κすぎをい。最
低の内戦の場合では 16. 4 qもで、臼震人夫は 1る.6 ~らである。つまり、とれら
の仕事のうち、恒常的を兼従先といえるのは、耳談員層と賃労働者にすぎをい。
他のものは、内戦、日産量はもちろんのとと、自営業比がいても、年 2 0 0日以
上従事する比率は、業主で 3 2. 8 %、家族従業者で 24. 8 9も‘つまり A人に 1
人の割合にすぎをい。したがって、各仕事での 20 0日以上従事の比率を前提
とするかぎり、 2 7年度から 3 .'3年度にかけて駿員属：の比率の減少（ 2 4. 8 % 
→ 1 8. 5 ~も】と、自党業での増加（ 1 8. 8 %→ 2 5. 1 %〕というととは、傾向
として、より慣常的を兼従先が増加されつつふるというととはできない。しか
し、ことで見逃されてをらをいのは、賃労働考は同年度の対比で、その構成比
率はわずかに低下して V;るが、その実数では大巾にのびているから、その構成
比率は一貫して第 1位である点だ。
次に 3 3 年度に~~ける仕事別での第一種、第二種兼業、他産業専従の区 53!J を
みよう。
第 2 1表によれば、 6 6 年度 lモ~~いて、他窪業専従率 i昔、職員層でる包五%、
第 2 1表 仕事別の兼従状況 ろ 5年度
????????????? ????
??
自営業
内戦
賃仕事
l.'f.i 
S，ろ 81人
数
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t1労問者でる 0.8 °loと比較的高いが、その次の自営業にをれば志 3 0. 9 %と断～
i腎ををして低〈なっている。日雇、出穆、内耳裁で［昔、いずれも 20 %前後の低
率であり、軍手待苦労tiy ほほ兼従者のうちの 5人vc1人の低い割令，である。それ
lrC反して、第一極兼業者では、白展、出訣βそれぞれ 5割ちかくの比率をしめ、
肉Z没者で本 4 2. 3坊の比率でふる。職員、賃労働者の第一種兼業の比率は、そ
れぞれ 3.ι%、 る.7可らという段平である。したがって通 とれら六種類の仕認で
は、他産業K：設心のある職員、賃労働者のグループと、他方、第一種兼業の比
率が半仔もか〈を占めている日震、出稼、内戦のグループ陀区別するととがで
さる。
っちゃ氏、仕事部！の業従状況を年令男i]k検討しよう。第 2 2表は、 3 0年度で
の年令ちljの従事状況である。 3 0 1年度の、各年令慢での仕事万Iの従事状況は、
1 5～ 2守すと 30～ 4 9才とを比章受ずると、最低年層の方が高い比率をしめ
ているのは、職員 a 賃労働考 J冨のみであろ。逆にミ示。～ 4 9才では、との職
員勿賃労働者 (rよ4 3. 7係と平均の 4 6. 7 %を下回っている。て二〉まり総数では、
職員＠賃労働者は会的産業従事者のうち A る.4 払を占めていのが、 3 0才を境
Kして、それ以上では、年令がのぼる；ぞつれて比率が抵下し%逆vど2甲才以下
の最低年慢では 54. 1 sらと最大の比率を占めている。同じく 3 0 1J,C.震で．との
職員。賃労働者が、その各年令磨で、その総数のうちに占める比率では、 1 5 
～ 2 守才が全体 rD5 4. 5弘である。す左わち‘兼業農家から職員 e賃労働者と
1マ1,r墓十ぷ去の 5割以トが2守才以下であることがわかる。 ζの比率は、全
倒産業従事者のうち (TJ 1 5～2 9才｝替の占める 46. 7 qらという比率よりも、は
るかに高いものである。ぐりかえしていえば、 1 5～ 2守才層的兼従者の半今
以上の 54. 1 °＇も が職員。賃労働者として就職しているのであり、その比率の大
ききがしれる。
とれにたいして、たとえば自営業では、 1 5～ 2 9才Kかける自営業の比率
は 12. 8 ~らであるが、 3 0～ 4 9才層では 22. 9 %、 5 0～ 5 9才j言では
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Eご加
、寸
第 22表 生存令別 Vごみだ仕事別兼従発の状況
3 z 2 %と、全〈逆の傾向をしめしている。とれは、得者ーの仕事の性質上、当
然であるが、第 1守表にみたどとぐ、 2 7～3 3年度の推移では自営業の実数
も繕成比率も、とも陀増加仁ている点ともあわぜて慎重に検討すべきである a
第 2 2表の 3 3年度の数字では、各年令層での自営業者の占める比率は、 4 9 
才以下の年令層では、 3 口年度よりも書子高〈まり、逆に 50才以ょでは嘉子
低〈念っている。 ;f1之、それに対応して、自営業者全体のうちに占める各年令
層の比率でも、 3 0年度よ bも 33年度の方が、 4 守才以下の年令層で比率が
菜子高〈なっている。しかし、との自常業では、それにもがかわらず‘ 3 3年
度でもな 10~ る口才以上－ 4 8. 8 o/a、 5 0～5 9才で 3j 略、 3 0～ 4守才で
2 z 6 %. 1 5～2 9すで 17. 6 %と‘ f伝令を〈だるKつれて比率が大巾？と低
下しているのは、車量E書＠管命寺働者とは対照的である。
日雇、出様、内職では、職員＠賃労働者と異って、年令層を〈犬、るにつれて
その比率が増大するのではま〈て、逆にその比率が抵下している。しかし、と
の日露、出穣、内織の各仕事で位、年令 f習を異にするにつれて‘急激にその比
率が変動するというのではを〈て、各年令壌をつうじて、比率の変動は少〈、
いわば円関型の年令別就職状況である。その点、年令〆腐をぐーだるにつれて、急
激 K比率の増大するピラミツド型の駿員 e賃労働者とも また ヂれと疋対の
逆ピラ主ツド型の自営業とも異なる。
第 A 節 3 3年震の仕事別兼従状況
次に、 3 3年度［てついて、仕事別従事状況をよ b詳しく検討しよう。
第 23表は、各仕事Zりの第一種、第二機、他産業専従での従事状況をしめし
たものである。ずで托第 2 1表でも、との点にふれたが、ととでは自営業の内
訳がしめきれ、また、職員と賃労働者は別個K 介類されている。自営業全体で
は、第一容兼業－ 3 2. 7 %、第二種兼業－ 3 6. 4 %、他産業専従－ 3 0. 9 9もで
あった。 〈第 2 1表〕自営業の内訳では、第一種兼業の比率の高いのは、林業
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- 5 8. 4 %、行商・仲買人一 5 1. 2 %である。との林業では第二種兼業も
3 3. 7 9もで、両者あわせると 9 2 %という圧倒的を比率であり、林業w:1',~ ける
農業との関連の深さがよ〈しめされている。その点、漁業では第一種兼業一
2 7.2 %で、林業の場合の約半か陀すぎず、農業との関連が林業の場合ほどで
をい。をた行商・仲買人w:1',~ ける第一種兼業の比率の高いわは、宮山県での売
薬業との関連をしめすものであろう。
自営業全体での他産業専従率は、 3 0. 9 sらであまり高〈左いが、との自営業
のうち他産業専従卒の比較的高いのは、商店・旅館 e 土建業等－ 4 1.2%、漁
業－ 3 9. 7 %、大工・ tcr§＇等－ 3 5 9らである。 ζれらは、自営業のうちでも、
比較的安定した兼業先であるといえよう。
を令、第 2 3表にやいて、第一種、第二種兼業、他産業専従の区別で、各仕
事の比率はどうか。
第一種兼業のうち、最高の比率を占めているのが、日雇の 3 7 %であり、次
は出稼の 1 6. 4 o/であり、以下、林業－ 9 %、商店－ 8. 5 %、行商－ 8. 8 %等
の！｜震にをっている。とのうち白語、出穣、林業、行商等は、その性質上、臨時
的季節的を仕事であるから、第一種兼業の比率の高いのは当然でふろう。
他産業専従で比率の高いのは、賃労働者－ 3 7. 4 %、職員層－ 2 9. 6 %、商
店ー 10 %、日産ー 9.9 ~も等の j演とをっている。このうち日雇をのぞくと、い
ずれも恒常的性格のつよい仕事である。
以上を総括して、各仕事を大別すると、恒常的性格が検〈、他産業専従者の
比率の高い仕事一職員層、賃労働者等と、臨時的季節的性格が強〈、第一種兼
業者の比率の高い仕事一出穣、日露、；休業等の、二つのグループに今けること
ができる。その他の仕事の大部分は、後者のグループtとはいるが、商店経営、
職人左どは、両者の中間的なタイプであるといえよう。しかも、とれら三つの
タイプは、年令！署別Kみれば前掲の第 2 2表にしめきれているごと〈、第 1の
職員・賃労働者は、年令を〈だる tてつれて、そわ比率は急激に増大し、第 2の
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銃 23茨 仕事の穏類号iJによる兼従状況 五五年 re:_
総、 数
教 臨時麗 小選送 仲買人等賃
j’8,3 8 1入、 1 8,24 1 8,81 8 3,7 8 527 4.1 7 4 2.0 2 
続、 数
(5院中） ( 4.3) ( 2.1) 
1.489 2.1 3守； 855 
島噌 E’ 咽’ . 
繁一種望者業者
( 8.8) 〔3.5)
705 -. - -
仁丹 ；第二種兼業者仁コ
（ス1) ( 3.3) i 〔2.2)
2.02 3 3 1 2 l 46 3 
他産業専従者
総 数
第一種兼業者
日属、出穣等は各年令層をつうじて、その比率Kはそれほど変動はな〈、第 5
の自営業の場合は、第 1とは逆医、年令 1曹を〈だるにつれて、その比率は減少
している。
以下、年令別での各仕事への従事状況を‘やや〈わしぐ検討しよう。
第 24表は、年令別での各仕事への従事状況をしめしたものである。仕事別
での総数の構成比率は賃労働者一 2 6. 3 %、日展ー 19. 1 %、職員 j褒ー 18. 6 
%、蔚店経営－ 1 0. 5 %、出稼－ 9 %舎の般にをっている。
賃労働者は総数では 2 6. 3 "iらであるが、とれを年令；~iJ にみればどうか。最低
年患の 1 5～2 9才では 36. 4 %と、史 6.3 °＇もをはるかに上回る比率である。
すをオっち、 1 5～2 9才！震で農家世帯負のうちf出産業vc従事する者の 36. 4 % 
- 3人κ1人が賃労働者として就職しているのであり、その比率がいかに大き
いかがわかみ。と ζろが、 3 0～ 4 9才震では 2 0. 4 4と平均の 2 6. 3 qもより
下回り、との忽令層では、他産業の従事者のうちの 5人κ1人が賃労働者とを
っているわけであり、最低年層と比較すると賃労働者の占める比率の大 iむを減
少がよ〈わかる。次Lて 50～5 9才！習では 14. 3 %、 6 0才以上では？．守 qもと
急激にその比率が減少している。つまり、賃労働者では、年令の〈プざる κつれ
て、ピラミツド型氏、その比率が大き〈コまっているのでふる。 ζ れはも自白にの
べf芝、新規学卒者の産業別就業状況にないて、製造業が第一の比率を占め、そ
の率が年をなって 高〈宏り、 3 3年度では、 4 6 9もと約半数を占めて hる
ととに対応、するものである。その結果‘賃労働者全体 Jと占める各年令扇の比率
では、 1 5～ 2 9才慢で 6 0. 4 %、 3 0～4 9才で 3 2弘、 5 0～5 9才で
6. 1 %、 6 0才以2：で 1.5 9ちと：まり、最低年踏のみで 6割であり、 3 0～4 9 
才腐を含める止 9 2. 4 %と、賃労働者 1 0人のちち守人は 4 9才以下であると
とがわかる。ナ合わち、他産業従業者のうち、賃労働者は、 4 9才以下、と〈
κ1 5～2 9 -;y層で急激に鴻加しているのである。
事務、技術、教員の駿員 j衰の総数（tj、農家f仕様員のf出産業従事者全体のうち
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r、コ
総
第 24表
数
(100.0) 
年令別の兼従状況 3 3 ~手段
8,2 84 4.0 83 7. 9 4 7 
商店、旅 j大工左官行
業 漁
小運送
5,7 7 
86 1 
( 2.0〕
1.7 81 243 
I 1 6 ! 1.7 5 8 
72 ! 861 
1 8. 6 %である。とれを各年令層でみればどうか。 ζの職員患で賃労働者と〈
らべて対照的をのは、 3a～4 9才層よりも、最低年層の 15～2 9才で逆K
若干比率が減少しているととである。すをわち、 3a～4 9才層では、総他産
業従事者白うち 2 0. 3 %、つまり 5人に 1人が職員層であったのが、 15～ 
2 9才層では 17. 9 ~もと比率が下っている。したがって第 2 a表でしめした、
両者合計での 3 0～4 9才層vr-.i:,~ ける A 0. 7 9もから、 1 5～2 9才層に色、ける
5 4. 3 %への増大は、その内訳では、賃労働者代会ける最低年層での大巾を比
率婚大の結果であり、職員層のみでは、最低年層では、 3 0～ A 守才！脅よりも
比率の小さいととは注意すべきである。職員層の 50才以上については一、 50 
～5 守才で 16. 7 %‘ 6 0才以上で 1 1. 5 qもと、たしか［て 30～4 9才の成年
！習に〈らべてその比率が減っているが賃労働者［そがける急激を減少とはぐらぶ
べ〈も 1まい。したがって‘殺員層総数に占める各年令層の区別では、 1 5～ 
2守才層で 42. 1 %、 3 0～ 4 9才暦で 45. 2弘、 5 0～ 5 9才｝習で 11. 2 °iも
6 0才以上で 2.5 %とをり、 3 0～ 4 9才層が最大の比率を占め、賃労働者の
場合と年令別での型の相違をしめしている。
日麗人夫、議時謀は、その総数で全他産業従事者ーのうちの 19. 1 ~もで、ほほ
1 0人 (r(2人足らずが日露、縞時罷でふる。とれを各年令層についてみれば、
各年令層をつうじて．会他産業従事者。うちに占める比率Vとほとんど変動がを
〈、ほほ 18～ 2 0鳴の諮問内 K あるの賃労働考のどと〈、年令の〈だるにつ
れて、急激にその比率が大き〈をるといった傾向はみられず、との点はすでκ
のべた。
季節出穣は、総数では、全他産業従事者のうち、 9 °iもであるが、各年令層別
にみれば、 ζ とでも臼震の場合と類似して、各年令層での比率の差はあ
まりないととはすでにのべた。
自営業のうち商店、旅館、土建業等は、その総数では農家世帯員で他産業従
事者全体のうち、 10. 5唱であるが‘各年令磨氏ついてみればどうか。最低年
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の 15～ 2 9才層では 7.1 o/で、平均の 10. 5 ＇）もよ b低い。 3 0～ 4 9才層で
1 1. 7 私、 50～ 5 9才層で 15. 9 ~も、 6 0才以上では 2 1. 9 ~もと年令層の上
昇にしたがってその比率が高〈をっている。との年令層の上昇につれての逆ピ
ラミツド型の比率の増大は、丁度、賃労働者の場合の変動と遂の型であるとい
える。とれら以外の自差業の各仕事陀ついても、年令層での比率の変動は、同
様をタイプである。すをわち、年令腐の上昇にしたがって比率の増大をしめし
自営業全体では、前述第 22表のどと〈、 15～2 9才層で 17.る%' 3 0～ 
4 9才層で 27.る%、 50～5 9才層で 37 %、 60才以上では 48. 5 %とを
っている。内職、賃仕事も年令層での動きでは、ほほ自営業と同様である。
以上を綜合していえるととは、次のどとぐである。⑦賃労働者は、総数で、
他産業従事者全体の 2 6. 3 ＇）ちで約 4入に 1人が賃労働者である。とれに職員層
の 18. 6 %を加えると 44.守%lモをり、 ft；，産業従事者の約半数ちか〈が、職員、
賃労働者層である。②とれを年令層別 lぞみれば、賃労働者は年令が下るにつれ
てピラミッド型にその比率は急激に増大し 品。才以上では？ー守 %fζすぎをか
ったのが、最低年腐の 15～ 2 9才では 36. 4 %にをっている。すをわち賃労
働者は、 6 0才以上ではf出産業従事者のうちの 1 0人死 1人1:すぎをかったが、
3 0～ 4 9才層では 5人に 1入、 1 5～ 2 9才層では 5人に 1人の割合と急激
念増大を示している。めとれ陀職員｝習を加えると、職員層では、 15～2 9才
f警が、 3 0～ 4 9才磨よりも若干比率が減少しているので、年令が下るにつれ
ての比率婚大の度合がにぶつずいるが、職員・賃労働者層では、 6 0才以上で
は 2 1. 4 %、つまり 5人に 1人であったのが、 30～4 0才）習では 40. 7 ＇）もと
5人1:2人とをり、さらに 15～ 2 9才層では 54. 3 %と他産業従事者 10人
のうち 5人半が、職員・賃労働者でふるといった矯大ぶりである。＠とれと対
照的なのは、内職を含めての自営業である。自営業ではその総数では、他産業
従事者のうち、 27. 2 %と 4人に 1人あまりの比率である。とれを年令層別で
みれば、 60才以上で 53. 1 %、つまり他産業従事者の 10人のうち 5人あま
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bが自営業についている。しかし 5 0～5 9才層では 39. 8 %、 3 0～4 9才
層では 2 9. 8 o/と比率は下落し、最低年層の 15～2 9才層では、 1良 2 ~もと
をり、約 1 0人に 2人の割合陀激減している。つまり‘ 6 0才以上では、職員．
賃労働者は 1 0人のうち 2入、自営業は 1 0人のうち 5人と、自営業の方が圧
倒的比率を占めていたのが、 1 5～2 9才層では、前者が 10人のうち 5人半、
後者は 10人のうち 2人と、会〈逆の比率にをつてh る。とれをみると職員、
賃労働者、と〈に賃労働者と自営業とが、他産業従事先として、いか陀対照的
を傾向を示しているかがわかる。しかし、との自営業で 3 0年度と 3 3年度を
i比較すれば、 3 3年度の方が 5 0才を界として、それ以上の隼令震では比率が
増し、それ以下の年令層で信逆に減少している。したがって、 3 0、 33年度
の各年度にみられる、年令層を下る Kつれての比率の減少というととのみを一
面的K強調するのは問題である。⑤季節出穂と日麗人夫・臨時雇の二つの仕事
は年令別にみるとき、上の賃労働者のピラミツド型、また自営業の逆ピラミッ
ト・型ではま〈、各年令層をつうじてその比率にはあまり変動はを〈、両者をあ
わぜて、 25. 5～ 2 9. 5 ~もの聞を変動しているにすぎをい。ただ、とれを 3 0 
年度の、両者の年令別の比率と〈らべると（第 2 2表参照） 5 0才以上にない
て~ 3 3年度の方が 5～6%の比率の増大があり、逆に、 1 5～2 9才の最低
年層で、数 qもの減少がある。つまり、同年度の比較では、 33年度陀をると、
各年令層での比率の変動は大雪ぐてまいが、その範囲内に会いて、 50才以上の
高年層での増加と、 1 5～2 9才の最低年層での減少、したがって、臼麗‘出
稼になける高年令 I嘗での比率の増加の傾向があるといえる。
最後vc.世帯員の農家での地企別での、兼従状況を検討しよう。
第 25表は、世帯ょの地位による、第一種、第二種兼従、他産業専従の区別
での従事状況である。との第 25表によれば、世帯主で他産業従事者は、
3 5. 0 0 G人で総農家戸数 8 ゑ 3 1 2戸の 4 2 %であり、農家の 4割強の世帯
主が他産業従事者である。との世帯主の他産業従事者のうち、他産業専従者は
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務 25表 世帯ょの地位別、兼従状況 3 3年度
事務職員 工員女主 ；巴麗人夫
総 数 I 教技術職員 賃店労員働等者の 季節出稼 臨
9 8,3 81人 1 8,2 4 0 2 5,8 4 2人 8,827ノ九。00.0) ( 18.6) (26.3) ( 9.0) ( 1 9. 1) 
6，丘34 6 .131 3,6 5 0 7.0 7 7 
ま官、 数
( 1 0 .0) (18.4〕 ( 17. 5) (1 0.4〕 (2 0.2) 
f迂
11.066 209 5 69 1.807 4,00 2 
農業が主
( 1.8〕；く10 0.0) ( 5.1) ( 1 6.3) (3 6.2) 
帯
1 3,8 6 4 2司5守1 ' 3, 151 382 22 60 
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〔10 0β〕 ( 1 7.2) (22.7〕 ( i 6.3) (1 0.0) 
ヰ＝
10,06 9 .3,834 2.4 1 1 461 8 1 5 
他産業専従
〔10 0.0) (3 8.3) (24. 1) 〔4.6〕 ( 8.1) 
数 j
2企13 5 6,3 89 7. 5 9 7 3, 125 5.31 0 
.. g、 告を：
'""" f'＜門円、 f.n ,. ,...¥ (2る.1〕 (1 0.7) ( 1 8.2) 
491 1.3 66 2.3 5 0 
と
袋詰主がギ
( 3.8) く7.3〕 (2 03) (35.0〕
1. 8 2 1 2.7 5 2 
プつ 他産業が主 r.門円門、 r . ＂守、 r円『司、 , • a 昼、 (18.3〕
品25 1.147 
( 9.1) 
2.9 9 6 
(.16.4) 
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( 1 0 .0〕 c 5.2) 
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(18の
3,8岳5 446 
1m産業が主
(100.0) (1 1.5〕
14.58 4 2.89 4 
仇産業専従
( 1 0 .0〕 ( l 9. 8) (51. 5) 
Jト 1 4.3 4 7 1.9 7 2.8 81 
dコ
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土建業 仲買人 賃仕事
3,7 82人 527人 1 0,3 7 5人 5.7 7 3人 4,1 7 4人 2.0 2 3~人
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1万人で、 28. 7 °lo、つまり 5割弱が操業に従事しをい世帯主である。それ故
κ、総農家戸数 8万 5千戸のうち、約 1割 2今の 1万戸の世帯主は、農業陀従
事していをいわけで、とのようを農家を、はたして農家と呼べるかどうかは問
題である o
M あとつぎ Mでは、他産業従主主者は 2万 9千人アあり、そのうち 1万 2千人
,/ 
が他産業専従者である。つまりー他産業従事者である あとつぎ M のうちの
4 2. 9 ~も－ 4割強が全〈農業に従事してい在いわけであり、世帯主での伶産業
専従者の比率を大巾に上回っているのけ注意すべきである。農業経営の様車争で
あるべき世帯主、 M 歩をとっす d が、とのよう花多〈他産業ーに従事し、また、そ
のうち K 占める専従者の比率が決帯主では 5割弱、 M あとつぎ H では 4割強の
高率を占めているというととは、農業の慕盤自体が兼業に工って支えられてい
るとと、また農家自体が1ハかに大き〈兼業に傾斜しているかを物語っている。
世帯主の兼従先は、その総数の構成比率で位、日麗－ 2 0. 2 %、職員層ー
1 8. 4 弘、賃労働者一 17. 5午、商店－ 1 1. 2 %、出積一 10. 4 %等の j僚にを
っている。農家世帯員の術産業従事者総数での構成比率をぐらべると、賃労働
者の比率が袋〈、日穏、商店、出稼等の比率の高いのは、世帯主の兼業という
ととから当然であろう。
農業を主とする第一種兼業者の世帯主では、日露－ 3 6. 2 °lo、出稼－ 1 6‘ 5 
弘、林業－ 1 0. 4弘、行商－ 1 0. 3 弘、商店~ 8. 4 °iも等の！顕tてをり、 ととでの
兼業先の鵠蒋的・季節的性格を工〈しめしている。逆陀賃労働者一 5.1 %、職
員局一 1.8 sもという低い比率tt. とれらが 1宣常的：を兼業免であるととからして
当然であろう。
他産業：が主の第二種兼業では 世帯主の場合でも兼業先として賃労働者一
2 2. 7 %、職員一 17 . ・2 o/o 、日産 ~1 る， 3 %‘商店一 12. 1 %、出稼ー 10劣
等の臓にてとり、第一種兼業：とぐらべると、その様子が一変している。つまり世
帯主であっても、農業を従とする兼業先では、その兼業先は恒常的を仕事の比
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率が大きくをっている。賃労働者 e職員｝替をあわぜると 4 0 9もであり、世帯主
でも 10人に 4人が恒常的を賃労働・職員層である。また尚店－ 1 2. 1 %、職
人－ 8. 9 %で、とれをふわせると 2 1 %であり、とれと上の賃労働者・職員の
合計では、 1 (J人vr6人が比較的J恒常的を兼業先をもっているととにをる。と
れに反して、日雇－ 1 ,6. 3 %、出穣ー 10 %とそれに行商の 4.8 %を加えると
3 1. 1 %で、世搭主の第二種兼業者のうち 5割が臨時的・季節的兼業Uてついてな
り、第一積兼業の場合の日産、出務、行商をふわせての 62. 8守もの半停の比率ー
に低下している。
他産業専従の世帯主についてはどうか。ととでは、職員－ 3 8. 3 %、賃労働
者－ 2 4. i弘、商店ー 12. 9 %、日露－ 8. 1 %、職人－ 7. 1 %等の I堕Kをり、
恒常的在職員・賃労働者、商店経営企どへの従事比率が、ーだんと高ぐをって
い為。すをわち職員層のみで 4割弱あり、とれ， K賃労働者を〈わえるとる 2% 
に念り、さらに商店経営をくわえると 7 5 %と、 4人に 5人が安定した恒常的
職業についているわけである。逆に、ことでは日露－ 8. 1 %、出誠一 4.6 %、
行商－ 2. 2 %と iまい比率で歩、り、世帯主の場合でも他産業専従では、恒常的な
職業｛そっく比率の高きが工〈しめされている。
i主J、上のよ 5｛！て、 i七倍主の他産業従事状況 Uて令いて、送業を主とする第一緒兼
業から、農業を従とする第二種兼菜、さらに他産業専従とうつるにつれて、そ
の仕事の重点が日雇‘出様から次第に職員、賃労働者などにうつり、世帯主自
身の偽産業への依存の強ぐでまる傾向がよぐしめされている。世若干主 5万－5千人
のうち、他産業専従者は 1万人であるが、とれに第二極兼業者の 13. 8千人を
ぐわえると、 2 3. 8千人とを b、他産業 K従事する世帯主の 6 8 ')oが他産業専
従か、または農業を従とする兼従者である。世帯主Kやいても、いかに他産業
のもつ比重が大きいかがしれよう。
第 25茨で M ふとつぎ H についてはどうか。
’r あとつぎ H で他産業従事者の総数では、賃労働者一 2 6. 1 %、職員 f¥i:J-
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2 1. 9 %、日雇－ 1 8. 2 o/ .出穂ー 10. 7 o/、商店－ 7.5%等の順とをってい
る。ととでは世帯主とぐらべて、賃労働者．職員層の比率の高〈念って hると
とと、日雇、出穣 の比率の低〈なっているととが、自につ〈ー
’あとつぎ m で第一種兼業者の場合では、日雇－ 3 5守＆ ~出稼ー 2 0.五%、
行商－ 9. 3 o/、験人一 8.3 o/、賃労働者－ 6. 2 qも等の願とをつて会り、農業を
主とする第一種兼業というととから、片手間で臨時的、季節的念日露、出穂、
行商が上位の三種目を占め、逆に賃労働者は 6.2 qもの低率Kとどまっている。
とれは、世帯主の第一種兼業の場合と問じ傾向をしめすものである。
農業が従で他産業が主の第二種兼業では、第一種とは対照的陀、賃労働者一
2 7.7 %、職員一 18. 3 %、日麗－ 1 8. 3弘、出穣－＇－ 11.4%、商店－ 8. 8 9も
等の！演にをっているのは、とれまた世帯主の場合と同じ傾向である。他産業専
従Vとをると、ますますとの傾向が強〈をり、賃労働者－ 3 4. 8 %、職員一
・3 4. 4 %、日麗ー 9.1 0,も‘商店－ 7.2%、職入－ 6. 1 o/o 等の j際 ft(~ っている。
すをわち、 H あとつぎ M の他産業専従者のうち 5人vr2人が賃労働者、職員の、
安定した恒常的職業につhている。とれにたいして．日麗は 1割弱であり、 ζ
れK出稼、行商、内職を〈わえても、をなかっ 15係強にすぎをい。
との他産業専従で、しかも賃労働者、職員である H あとつぎ M は 8,6 6 4人
であり、とれは総農家数の 1割あまりである。とれK、同じ〈他産業専従の
M あとつぎ M で商店等を経営する 9 0 9人、大工等の殺人 7 6 3人を加えると、
1 0, 3 3 6人とをり、とれは総農家数の 12. 4 %である。すをわち、総農家数
の 12. 4 ~もの M あとつぎ H は．農業κ従事せず、しかも安定した他産業での仕
事をもっているのである o とのようを σMあとつぎ H をもっ農家はしとんど彼等
が世帯主にをったとき陀も、を幸子かつ農家としてとどまるかどうかは疑問であ
り、むしろ、一家をげて離農する可能性の方が強いのでは念かろうか。また、
他産業専従の H Sちとつぎ M のうち、日麗、出稼、行商、林、漁業をど陀従事し
ている者でも、すで K農業K従事せず、他の仕事に専従しているのであるから、
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彼等が将来、世帯主と念つ？と場合、はたして農業泥仕事の中心をうっすかどう
かは疑問である。恒常的を賃労働者、職員または自営、職人をどである場合K
比較すれば、とれらの不安定在職業kてついている H あとつぎ mのいる農家が全
〈離農してしまうととは、経済的を不安定をととから、むつかしいととはたし
かだ。しかし、笑際に離農せざるをえを〈なるという点では、経済的に不安定
でまた貧困を彼等の方が、むしろその可能性がより強いといえるかもしれをい。
したがって、，Fあとつぎ M で他産業専従の全部の 12. 5 1 7人は、あげて「離
農予備軍Jであるといえるかもしれまい。とれば総農家数の 15 ~らにもあたる。
H 
つまり、とんど農業の 15 ~もは、その まちとつぎ M がft袋主K 在るようを時κ
,// 
一家をふげて離農する可能性が噴いといえ工合。しかも あとっきfM の他産業
専従率は第 12表でみたどと＜ 3 0～ 4 9才層で 38. 4 qも夜、ったのが、最低年
層の 15～ 2 9 :fでは 46. 3 ~もと大巾に伸びているととから、とんど 1ますます
「離農予備軍Jは増加する傾向陀あるといえる。
次 i'L:，，あとつぎ M のうち、農業を従とする第二種兼業者は矢 9 1 5人であり、
彼等も農業よりも他産業が中心であり、これと他産業専従者をあわせると
22.432人Kをり、とれは総農家数の 2 7 a,もにあたる。つまり M ふとっきe ,/ 
の 10人のうち 1.5人は他産業専従者で歩り、 1.2人tl農業は従で他産業が主
にをっているのでふり、農家 4戸のうち 1戸はその M 志とつぎ M が他産業中心
の仕事をしているわけである。したがって、農業就業人口の推移で、 空 5伎度
を基準にして 33年度では 8 7 a,もと減少しているに：かかわらず、農家戸数でほ
9 8. 8 %とほとんど減少していをいというとき、この農家戸数の停滞というと
とは．慎重に検討されねばならない。， ζれまで見てきたよう t亡、 3 3年度の護
家戸数 83, 3 1 2戸のうち、世帯主で他産業専従者は 1万人であり、また M あ
とつぎがで他産業専従者は約 12・5千人である。があとつぎ H め場合、とれに
第二種兼業者を加えると 22. 4千人tてをる。 ζれらの M あとつぎ M が世帯主K
なるような時、一家をあげて離燥する可能性は相当にあるものと考えらナlる。
- 6 1 -
したがって、 25～3 3年度では、農業就業人口の大巾を減少にもかかわムず、
農業戸数の減少信金〈僅少であっ？とととから、将来の見透として農家戸数の停
滞を強調するのは疑問である。
との点、並木氏の全国での計算方法を宮山県の資料 VL適用すれば、次のごと
ぐである。
第 2β 表のどとて、中、高校合計の新規学卒者のうち農業就職者の推移は、
2 5年度を基準にすれば、 2 6年度の 10 2を例外として 2 9年度から 33年
度まででは、 62. 5 qもから 4 1. 3 %へと一貫して減少し、農業補充者は半今以
下陀激減している。とのととが、前述の第 15表でみた、新規学卒者の産業別
就職に占める農業就職者の比率の激減vc対応しているのである。とれを男子の
みの中、高校卒の農業補充者の推移をみれば‘ 2 5年度を墓畿として 33年度
は 45. 5 %である。並木氏の「農家戸数を 3 0で黙った値を、必要を M あとつ
ぎ庁の数としたJ （前場害 p 1 2）という計算にしたがうと、官山県の場合
農家戸数
第 2 6表の A/BIぞをる。 A＝中、高佼Z容の男子の農業就磯者、 B：一一一一…
' 3 0 
である。 :A/Bの年度男りの推移は、 2 5年度－ 8 6. 7 qもであったのが、 3 3年
度では 3 9ヲ？と、とれまた半今以下氏激減している。五五年度では農家の庁あ
とつぎ H のる割が新学卒のとき農業以外の職業陀つ〈ととをしめしている。並
, 
木氏の計算では、 3 4年で、全国平均の あとっき.，，の補充率は 4 8 o/である
から、管!JIは全国平均よりも低いわけである。また並木氏の計算による北陸平
均 5 8 % （問書、 p 1 5の図参照）と比較しでも、富山の祷充率。低さがよ〈
わかる。同じ（ ，，あとつ支庁で新卒のとき他産業に従事し？と者のうち、中途で
農業にもどる者を考慮して、従来の農家数を維持するに必要会比率を 70 犯と
する、という並木氏の主張を前提すれば、雪山の場合 2 5、 2 6年度では補充
率 8 0 私 ~i、上であるから、とのとろは従来の農家数を維持しうる M あとつぎ M
が農業についていたととにをる。ととろが、 2 9年度では 5 7 %と、 Y 0 %を
大きぐ下回り、それ以後 3 3年度には、 3 9 %へと激減している。 ζ れは、 1
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第 26表 中学、高校、新規卒業者の農薬就職者数
中 寸,uゐー 卒 Eき 校 卒
場 女 言十 男 女
さ口5き＋』52 人: 校4卒，07 言2t人: 言：.389A 人 I 8 2.7 3 1 
2 5年度 2.1 1 2人 1.6 2 8人 ゑ74D人 27 
(26ム30) 
2 6年度 1.守12 1.888 3,8 0 0 30 6 l 44 ｛ 3 5 o l 4. 1 5 2 I 2.2 1 8 ι8 2.3 2 0 
(2Z6.30) 
2 9年度 1. 08 9 
(30.3 。、
(N 
(2 8.5) 
さに地すべり的ま激減である。とのエ ~He. 2 9年度以降、従来の農業数維持
のための必要補充率である 7 0 °loを大き〈下回り、 33年度では 4 0 9もを割っ
ている点を考えると．とれまでの停滞的を農家戸数も、とんど相当の減少傾向
をたどるととが予測されるのである。
（註。ただし、とのような農業就業人口と農家戸数の大巾の減少とい 5見透
しと、 f農業人口を 10年聞に 4割に減らすJというとととは、思lJ個の問題
である。上の農業人口、農家戸数の減少の予測は、あ〈までも農業世帯員と
( tie: H あとつぎァが新規学卒のとき農業外に安定した就職先を豆出し、それ
が将来、世帯主Vてをるょっ会時陀、｛家をあげての離農の可能性Kついてで
あり、農家世帯員が一定の年月農業をやった後κ中途で一家をあげて離農す
るという場合をいっているのではをい。後者κついては、実現の可能性の稀
祷である点は、並木氏も主張しているどとぐである。 〈並木氏、鳴掲害、
1 7 5頁参照）
ただ、とんど農家戸数の減少がどの程度陀現実化するかは、農業内部を別t亡
すれば、農村外での産業と〈に第 2次産業の発展と、そとでの藤間の維持と拡
大が、どとまでつず〈かKかかっている。また M あとつぎ mが世帯手主とをる時
陀、一家をあげて離農しても生活可能をようを安定した職場と賃金が確保され
ているか主ろかである m しかも他産業専従の賃労働者という場告も、その内訳
では工員、女工、店員等の崎常的賃労働者というととであり、とのうちの伺割
が安定した賃金と労働条件のもとにあるかは明瞭でをい。年功序列賃金のレー
ルにのりうつるエうを企業の労働者であれば、それも可能であるうが、小金業、
患，
零細企業の場合は、そとに働いている あとつぎ が世帯主にをるようなとき
H・ 
一家をあげて離農するようKなるかどうかは、疑問である。したがって、新学
卒者の就職動向からすれば科今 、若年層の農業就業人口はいっそう急激に滅
少し、 M あとつぎ M の他産業専従者の数も比率も大巾陀増加するであろうが、
そのととから直線的に農家戸数の大巾を減少を推論するのは問題である。
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並木氏は農村の来来図として「農業人口の補充率、すをわち、農家を維持す
るκ必饗をあとつぎのうち農家に残るものの割合（d三かのーと前提しよう。そ
れは 6 0 0万農家につ h てlρえば、 2 0 0万戸陀相当する。残りの 4 0 0万戸
の農家は、あとつぎの復帰がて旨ければ、ふとつぎが世帯主Kをる際Kは、かの
賃労働者的農家に移行していぐとと陀をる。その耕作面積は、会会むね縮少し
て 5反未満K集中するととに在るわけだ。‘・・・・ H ・・・・日・・すなわち、 2 0 0万戸の
2町歩農家と 4 0 0万戸の 5反歩農家の並存を想定すみととができる。 j との
べている。 （前傷害、 1 2 3買）
富山の場合は、北陸としては、たしかに重化学工業地帯ではあるが、とんど
表白木の工業地帯のように、一貫して務主次産業、とぐに第 2＇（！（、産業が成長発
展するかどうかは疑問である。常Lltの縁家の次三男については、かりに県内の
工業の発震が停滞するようなととが歩っても、県外にその雇用先を見出してい
〈であろう。しかし M あとつ ~｛ , vc.ついては、県外l亡麗用先を求めて離県して
いぐといるのは、むしろ例外であろう。だとすれば、県内に就職先をもっ M あ
とつぎ H が将来、一家をあげての離感による農家数の減少は、どの程度のもの
であろうか。その点、第 1fぐ、農業内部の問越として、所J号にものべたどと〈、
米作は「万作豊作Jvc.よって、いまや全国的に遇策j生産傾向をみぜ、とんど米
価支持部変の再検討、修正は必至になっている。をた産主菜政策も、とれまでの
食糧増産政策、自作農維持政策から、過小差是切捨政策への転換がすすめられて
いる。そうした傾向のもとで、農業の主力を米作にそそぐ震Uiの場合、政策転
換に工る嵐を真向うからつけるととが考えられる。今後の宮山の農菜、差是政に
ついては、ととではふれないが、農業外の問題としては、常山の農家の兼業化
はいっそう進むであろう。とぐ氏、 5反～ 1町、 1. 5 町の藤家はな 'j;~ いっそう
兼業化の傾向を強〈し、並木氏の主張のどと〈、とれら中間層の農家は一面、
耕地を綴少し自家飯米確保のための 5反未満の農地をもっ労働者的農家がふえ、
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その対極として 1.5町以上または 2町以上の農家が増加するという場合が予，想
される。または、とれら中間層の農家は、ますます他産業従事に比重をうっし
つつも、その農地を売却し、終少してい〈のではてま〈、他人Vとよる請負耕作、
（註）
と〈に農協等の団体κよる請負耕作か、または共同耕作などの展開されてい〈
場合も考えられる。とのいずれの場合が展開されるかは、とも角として、とう
した形をステップとして、農家戸数は漸滅の傾向をたどるととが想定されるの
である。しかし、それがど白程度陀現実化するかは、農村外の産業の発展にか
かっている点は、すで lモのべたどとぐである。
（註 議協による請負耕作 Uてついては、大阪府美勝懐苗Tの藤井寺農協の例が
報道されている。 ζれは、とんどの一つの方向をしめすものとして、注目さ
れるものである。 r B経』昭和 3 5年 9月 2 5 日参照〕
次に将来家をはをれる次三男Vてついて、第 2 5表を検討しよう。
次三男の f!:H産業従奉者の総数では、賃労働者－ 4る.4 弘、職員一 17. 2弘、
包雇－ 1 5 %、商店－ 6. 6弘、出稼－ 5. 6私等のj阪に会っている。世帯主、
’多？とつぎ M の場合と比較して、賃労働者の比率の大ち＼／＇＞のが目だっ。つまり
次三男の他産業従事者のうち約半数が賃労働者であり、とれトて験長！蓄を〈わえ
ると 63 qら？でをる。
次三男で農業が主の第一種兼業者では、日麗－ 2 8 9も、出稼ー 19. 7 弘、賃
労働者一 18. 4 %、商店－ 7. 4私、林業一品.2 %等の願にをり、ととでは日属、
出稼の比率の高きが目だっ。との両者をあわせると 4z 7 0らであり、さらに行
商、林業を加えると 6 0事？になる。す念わち、次三男の場合でも、農家が主の
第一種兼業では臨時的 e 季節的兼業先の比率の大きいととは注意する必要があ
る。
他産業が主の第二次兼業では、賃労働者－ 3ス4%、日様－ 2 1 %、職員一
1 1. 5 %、出穣ー 9.2 o/、商店－ 8. 5 9も等の j僚にをっている。ととでは第一種
兼業の場合と異って賃労働者、職員の比率が大き〈、遂に日麗．出額‘林業念
ーもも一
どが大巾 K減少しているのは、世帯主、 H あとっき’ M の場合と同様である。と
ぐに賃労働者は 37. 4 %と第一種兼業の場合の 2傍の比率であり、次三勢の第
二種兼業者のうちろ人（i[ 1人以上が賃労働者でふる。
他産業専従では、賃労働者一 5 1. 5 %、職員一 19. 8句、日雇－ 1 2. 7 %‘ 
商店一品名、殺人－ 3. 2 9も等の順Uてをり．いよいよ賃労働者、職員の比率の増
大と、日君、出稼をどの比率の減少が対照を乏している。と ＜VLととでは、賃
労働者のみで 5 1. 5 9らであり、次三男で伶産業専従の；場合等その半数が賃労働
者であり、とれ陀職員を加えると 7割という大き宏比率 l々 をる。数 5位の日麗
は 1割強にすぎず、以下商店経営の 6私をはじめ、その灼はそれぞれ 2～5ザ？
の低率である。しかし、日震の 12. 7 qらをはじめとして、出壌、行務、内戦等
をあわせると約 2割となり、次三努でf出産業専従．つまり将来農家をつかず、
をた農業［疋従事せず専ら他産業のみについている次三男で余っても、を 3己注かっ
2割が不安定企臨時的季節的を職業についている点は、見逃されてはをらをい。
以上、次三男の場合も第一層兼業から第 2慰兼業花、さらに他産予定専従とう
つるにつれて、他産業従事の重点が臼謡、出穣から賃労働者、職員 tてうつって
〈るのは、世帯主、 M あとっきfH の場合と同様である。しかしととでは、賃労
働者の比率の大きいととが特徴的である。ただ．その反節、日露、出稼、行務、
内戦をどの比率が小さ〈をつてはいるが、 宏令かっ、とれらの臨時的季節的
を職業が相当の比率（総数では 25 %、 fij:，産業専従でも 2割弱〉を占めている
点は、十か注意されねばをらをい。 （了）
ーも7 ~ 
